
九州地方整備局

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

ＩＣＴ活用工事の手引き（土工編）
本資料は下記要領のうち、施工者の実施事項を整理したものです。
ご不明な点は、管理要領を参考願います。
⑩ 空中写真測量(無人航空機)を用いた出来形管理要領(土工編)(案) 
⑪ 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領(土工編)(案)
⑬ TS等光波方式を用いた出来形管理要領（土工編）
⑮ TS（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理要領（土工編）（案）
⑯ RTK－GNSSを用いた出来形管理要領（土工編）（案）
⑰ 無人航空機搭載型レーザースキャナを用いた出来形管理要領（土工編）（案）
⑱ TS・GNSSを用いた盛土の締固め管理要領
㉒ 空中写真測量(無人航空機)を用いた出来形管理の監督・検査要領(土工編)(案)
㉓ 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領(土工編)(案)
㉕ TS等光波方式を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）
㉗ TS（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）の策定について
㉘ RTK－GNSSを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）の策定について
㉙ 無人航空機搭載型レーザースキャナを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）
㉚ ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固め 管理の監督・検査要領
㊷ 地上型移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）
㊸ 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた 出来形管理要領（土工編） （案）
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九州地方整備局

３次元設計データ
中心線形

出来形横断形状

３Ｄデータの種類

• ３次元設計データの構成要素
→ 平面線形、縦断線形・横断面形状を構成要素とし、面的な補完計算

を行ったもの。

• ＴＩＮ
→ ＴＩＮ（不等三角網）とは、triangulated irregular networkの略。

地形や出来形形状などの表面形状を、３次元表示する、最も一般的
なデジタルデータ構造。

３次元設計データ ＴＩＮ 3

H30修正



九州地方整備局
３Ｄデータの種類

• 点群データ
→ ３次元物体を、点の集合体で表したもの。

（拡大すると、デジタルカメラの画像のように「点」になる）
→ 計測で得られた、 ３次元座標値で地形や地物を示す点群データ。

データ処理（不要な点の削除・点密度調整など）前のデータ。
ＣＳＶやLAS、ＬａｎｄＸＭＬなどで出力される。

• 出来形管理図（ヒートマップ）
→ ３次元設計データと出来形計測データを用いて、各ポイントの標高

較差（垂直離れ）を表した分布図。

点群データ 出来形管理図 4

H30修正



九州地方整備局ＵＡＶとは

• 英語：Unmanned Aerial Vehicle ／ Drone
• 日本語：無人航空機 ／ ドローン

本要領では、『 ＵＡＶ 』 と記載する
→ 自律制御や遠隔操作により飛行することができる。デジタルカメラを

搭載することで、空中写真測量に必要な写真の撮影ができる。

• 空中写真測量
→ 航空機などを用いて上空から撮影された連続する空中写真を用い

て、対象範囲のステレオモデルの作成や地上の測地座標への変換
等を行い、地形や地物の３次元の座標値を取得すること。

5

撮影方向

ＵＡＶ（無人航空機）

カメラ
●高密度・広範囲に、短時間で

撮影することが可能。
点群データ化の処理には、
データ処理時間が必要



九州地方整備局

地上移動体搭載型LS

地上型レーザースキャナーとは

• 英語： Terrestrial Laser Range Scanner / 3D scanner
• 日本語：レーザースキャナ― / 測域センサ

本要領では、『 ＴＬＳ 』 と記載する

• 計測対象に触れることなく地形や構造物の三次元データを取得可能なノ
ンプリズムの計測機器。
（デジタルカメラの各画素に対して、XYZ座標が得られる）

• トータルステーション（TS）と同様に、光波測距儀と測角器械を用いて、距
離と角度を計測する。

• TSとの最大の違いは、計測周期であり、１秒間に数千～数十万点の情
報を取得することが可能。計測距離は100ｍ～1000ｍ以上まで多様。

●面的な点群データを、
高密度・広範囲に、
短時間で取得する。

レーザスキャナ－ 6

H30修正



九州地方整備局無人航空機搭載型レーザースキャナーとは
• 英語： UAV Laser Range Scanner 
• 日本語：UAVレーザスキャナー 本要領では、 『 ＵＡＶ レーザー』 と記載する。

• ＵＡＶに搭載したレーザースキャナーで空中から計測を行い、地形情報の三次元
座標データを取得する

• 広範囲を短時間で計測が可能

• データを複合する“調整用基準点”の設置が必要

• 飛行禁止エリアでは利用できない

• 気象、日影、地形、現場の状況などの条件に

左右される場合がある。

●UAVレーザスキャナーにて
計測を行い、地形情報の三
次元座標データを取得する

7UAVレーザスキャナー



九州地方整備局ＴＳ（光波方式）とは

• 英語：Total Station
• 日本語：トータルステーション

本要領では、『 ＴＳ 』 と記載する

• 距離を測る光波測距儀と、角度を測るセオドライトとを組み合わせたもの。
従来は別々に測量されていた距離と角度を同時に観測が可能。

• 小規模な範囲や点群の補完用に向いている。

• 人力測量なので広範囲には不向きである。

• 気象条件に左右される場合がある。

●出来形管理用ＴＳにて
計測を行い、地形情報の
三次元座標データを取得 8TS（光波方式）

H30修正

国土地理院で規定が無い、望遠鏡が搭載されていないＴＳ等光波方式でも、
精度確認試験をおこなうことで出来形管理に使うことが出来る。（※プリズム
を自動追尾する機能が組み込まれ視準することなく角度（鉛直角・水平角）と
距離を同時に測定することができる電子式測距測角儀を利用した）



九州地方整備局ＴＳ（ノンプリズム）とは

• 英語：Total Station（Non Prism）

• 日本語：トータルステーション（ノンプリズム）
本要領では、『 ＴＳ（ノンプリズム） 』 と記載する

• トータルステーションを用いた計測手法のうち、ターゲットとなるプリズム
を利用せず被計測対象からの反射波を利用して測距する方法。

• 小規模な範囲や点群の補完用に向いている。

• 人力測量なので広範囲には不向きである。

• 気象条件に左右される場合がある。

●ターゲットを使わないため、プリ
ズムタイプと比較して、短時間計
測が可能

TS（ノンプリズム） 9



九州地方整備局ＲＴＫ－ＧＮＳＳとは

• 英語：Real Time Kinematic - Global Navigation Satellite System 
• 日本語：リアルタイムキネマティック

グローバルナビゲーションサテライトシステム
本要領では、『 RKT-GNSS 』 と記載する

• 測りたい移動局（観測点）の他に位置のわかっている基準局を必要とす
る測位方式で、位置情報をリアルタイムに算定し移動局の測位を行う。

• 小規模な範囲や点群の補完用に向いている。

• 人力測量なので広範囲には不向きである。

• 気象条件に左右される場合がある。

●ＲＴＫ-ＧＮＳＳローバーにて
計測を行い、地形情報の三
次元座標データを取得する

RTK-GNSS 10



九州地方整備局

受注者
（施工会社）

監督・検査職員

使用者

ＵＡＶ・ＴLS等の

出来形管理とは？

管理項目・基準は？

提出書類は？

書類の確認項目は？

検査項目・頻度は？

立ち会い方法は？

基準類

・空中写真測量(無人航空機)を用いた出来形
管理の監督・検査要領(土工編)(案)

・地上型LSを用いた出来形管理の監督・検査
要領(土工編)(案)

・TSを用いた出来形管理の監督・検査要領
（土工編）

・TS（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理
の監督・検査要領（土工編）（案）

・RTK－GNSSを用いた出来形管理の監督・検
査要領（土工編）（案）

・無人航空機搭載型LSを用いた出来形管理の
監督・検査要領（土工編）（案）

1-1

・空中写真測量(無人航空機)を用いた出来形
管理要領(土工編)(案)

・地上型LSを用いた出来形管理要領(土工編)(案)
・TSを用いた出来形管理要領(土工編)(案)
・TS（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理

要領(土工編)(案)
・RTK－GNSSを用いた出来形管理要領

(土工編)(案)
・無人航空機搭載型LSを用いた出来形

管理要領（土工編）（案）

１－１ 本要領の位置づけ



九州地方整備局１－２ 出来形管理要領の目的と範囲

①施工計画書への記載内容

ＵＡＶ ： 撮影機材（ＵＡＶ及びデジタルカメラ）、ソフトウェア、
撮影計画

ＴＬＳ、ＵＡＶレーザー、ＴＳ 、ＴＳ（ノンプリズム）、

ＲＴＫ-ＧＮＳＳ

： 計測機材、ソフトウェア

②３次元設計データの作成・確認方法

③ ＵＡＶによる工事測量、出来形計測方法

ＴLＳ、ＵＡＶレーザ、TS、 TS（ノンプリズム）

RTK-GNSSによる工事測量、出来形計測方法

④出来形管理基準および規格値

⑤品質管理及び出来形管理写真基準

⑥電子成果品の納品方法

主な記述内容

ＵＡＶ・ＴＬＳ・ＵＡＶレーザー・ＴＳ・ＴＳ（ノンプリズム）・ＲＴ
Ｋ-ＧＮＳＳによる出来形計測および出来形管理を、効率
的かつ正確に実施するための方法を明確化すること

①ＵＡＶ・ＬＳを用いた出来形計測の基本的な取扱い方
法や計測方法

②取得データの処理方法

③各工種における出来形管理の方法と具体的手順、出
来形管理基準及び規格値

目的

施
工
計
画

引
渡
し

工
事
受
注

完
成
検
査
準
備

施

工

準備工
･基準点測量
準備工
・起工測量
･UAV・デジカメ・TLS・UAVレーザ

TS、 TS(ノンプリズム)、
RTK-GNSSの準備

･標定点・検証点の設置
･３次元設計データの作成
・撮影計画（ＵＡＶの場合）

出
来
高
算
出

完
成
検
査

本要領の適用の範囲

出
来
形
計
測

1-2

H30修正



九州地方整備局１－３ 監督・検査要領の目的と範囲

主な記述内容目的

施
工
計
画

引
渡
し

工
事
受
注

完
成
検
査
準
備

施

工

準備工
･基準点測量

出
来
高
算
出

完
成
検
査

本要領の適用の範囲

出
来
形
計
測

・UAV・ＴＬＳ・UAVレーザー・ＴＳ・ＴＳ（ノンプ
リズム）・ＲＴＫ-ＧＮＳＳを用いた出来形管
理に係わる監督・検査業務の必要事項を
定め、適切に実施すること。

・ 受注者に対しても、施工管理の各段階で、
より作業の確実性や自動化・省力化が図
られるように、具体的な実施方法等を示
す。

①監督職員、検査職員の実施項目

・施工計画書の記載事項確認

・３次元設計ﾃﾞｰﾀﾁｪｯｸｼｰﾄの確認

・ＵＡＶ ： カメラキャリブレーション及び精度確認試験結果
報告書の確認 など

・ＴＬＳ、ＵＡＶレーザー、ＴＳ、ＴＳ（ノンプリズム）、

ＲＫＴ-ＧＮＳＳ：

精度確認試験結果報告書の把握 など

②出来形管理基準および規格値

③品質管理及び出来形管理写真基準

1-3

準備工
・起工測量
･UAV・デジカメ・TLS・UAVレーザ

TS、 TS(ノンプリズム)、
RTK-GNSSの準備

･標定点・検証点の設置
･３次元設計データの作成
・撮影計画（ＵＡＶの場合）

H30修正
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１０～１７出来形管理要領に記載
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出
来
形
管
理
資
料

精
度
検
証
結
果
提
出

出
来
形
管
理
資
料

精
度
検
証
結
果
確
認

数
量
算
出
に
用
い
た

設
計
・計
測
デ
ー
タ

出
来
形
管
理
資
料

精
度
検
証
結
果
確
認

出
来
形
管
理
資
料

精
度
検
証
結
果
提
示

実
地
検
査

【凡例】
２２～３０監督検査要領に記載

７ 施工履歴データによる土工の出来高算出要領（案）
２１部分払における出来高取扱方法（案） に記載

納

品

設
計
図
書
３
Ｄ
化
指
示

１－４ ＩＣＴ活用工事の発注から工事完成までの流れ
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九州地方整備局

3．情報化施工工事の設定

3．ICT活用工事の設定

１－５ ＩＣＴ活用工事の流れ 1/3

情報化施工の対象工事(従来） ICT活用工事の対象工事（今回）

受注者 発注者

機器・ソフト
ウェア等の準

備段階

施工計画・
準備段階

発注段階
・設計図書等の準備
・積算
・評価項目の設定

（総合評価落札方式の場合）

発注【発注担当者】

・設計図書等の貸与

・設計図書の３次元化の指示の了解

受注者 発注者

・具体の工事内容及び対象範囲の協議
監督事項

・具体の工事内容及び対象範囲の受
理・確認

（施工者希望Ⅱ型の場合）

監督事項
・設計図書の3次元化の指示

監督事項
・ICT施工希望の受理・指示

・ICT施工を希望する旨の提案・協議

機器・ソフト
ウェア等の準

備段階

施工計画・
準備段階

発注段階
・設計図書等の準備
・積算
・評価項目の設定

（総合評価落札方式の場合）

2．機器・ソフトウェア等の選定

・機器、ソフトウェアの選定、調達

発注【発注担当者】

・設計図書等の貸与

本手引きの対象範囲

監督事項

・電子納品・電子検査の事前協議の実
施・決定

発注者事項
・3次元起工測量経費、3次元設計
データ作成経費の見積り提出依頼

・３次元起工測量経費、３次元設計デー
タ作成経費の見積り提出

監督事項
・施工合理化調査の指示

・施工合理化調査の指示の了解

注）
UAV出来形管理:空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）
LS出来形管理:地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）、無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）
TS出来形管理:TSを用いた出来形管理要領（土工編）、 TS（ノンプリ）を用いた出来形管理要領（土工編）
RTK-GNSS出来形管理:RTK-GNSSを用いた出来形管理要領（土工編）

・新技術活用計画書の作成(必要に応じ
て）

監督事項
・新技術活用計画書の受理・確認・新技術活用計画書の作成 監督事項

・新技術活用計画書の受理・確認

監督事項
・ｱﾝｹｰﾄ調査の指示
・施工合理化調査の指示

・ｱﾝｹｰﾄ調査の指示の了解
・施工合理化調査の指示の了解

監督事項

・ｱﾝｹｰﾄ調査票【施工着手前】の受理・
確認

・ｱﾝｹｰﾄ調査票【施工着手前】の作成

・電子納品・電子検査の事前協議

2．機器・ソフトウェア等の選定

・機器、ソフトウェアの選定、調達

監督事項

・電子納品・電子検査の事前協議の実
施・決定

・電子納品・電子検査の事前協議

1-5

（施工者希望Ⅰ型の場合 入札時）

・ICT活用工事計画書の提出



九州地方整備局

6．測量成果簿の作成 6．測量成果簿の作成

5．工事基準点の設置

4．施工計画書（起工測量）

１－５ ＩＣＴ活用工事の流れ 2/3

情報化施工の対象工事(従来） ICT活用工事の対象工事（今回）

受注者 発注者 受注者 発注者

（LS出来形管理の場合）
監督事項

・精度確認試験結果報告書の受理・確
認・精度確認試験結果報告書の作成

5．工事基準点の設置

4．施工計画書（起工測量）

・施工計画書（起工測量編）の作成
監督事項

・施工計画書（起工測量編）の受理・確
認

監督事項
・測量成果簿の受理・確認

・起工測量
・測量成果簿の作成

・工事基準点の設置

・施工計画書（起工測量編）の作成

（UAV出来形管理の場合）

監督事項

・施工計画書（起工測量編）の受理・確
認

監督事項

・カメラキャリブレーション及び精度確認
試験結果報告書の受理・確認

監督事項
・測量成果簿の受理・確認・起工測量

・測量成果簿の作成

・カメラキャリブレーション及び精度確
認試験結果報告書の作成

・工事基準点の設置

７．基本設計データの作成

監督事項

・受注者による基本設計データの照査
状況の確認

・基本設計データの作成
・基本設計データの照査

７．3次元設計データの作成
監督事項
・受注者による3次元設計データの照査
状況の受理・確認

・3次元設計データの作成
・3次元設計データの照査

施工計画・
準備段階

施工計画・
準備段階

８．設計図書の照査

監督事項

・受注者による設計図書の照査状況の
受理・確認

・設計図書の照査

８．設計図書の照査
監督事項

・受注者による設計図書の照査状況の
受理・確認・設計図書の照査

９．施工計画書（工事編）

・施工計画書（工事編）の作成

・設計図書の照査、起工測量結果の
反映

監督事項
・施工計画書（工事編）の受理・確認

９．施工計画書（工事編）

・施工計画書（工事編）の作成

・設計図書の照査、起工測量結果の反
映

監督事項
・施工計画書の受理・確認

本手引きの対象範囲

5．工事基準点の設置5．工事基準点の設置

監督事項
・基準点等の指示

・基準点等の指示の了解
・基準点等の指示の了解

監督事項
・基準点等の指示

1-6



九州地方整備局

１２.電子成果品

１１．出来形管理

１－５ ＩＣＴ活用工事の流れ 3/3

情報化施工の対象工事(従来） ICT活用工事の対象工事（今回）

・数量計算の方法の協議
・３次元設計データ＋設計数量の協議

１０．出来形管理、検査

受注者 発注者

出来形管理
段階

・出来形計測
・出来形管理写真の撮影
・出来形管理帳票の作成

監督事項
・出来形計測状況の立会い確認
・出来形管理帳票の受理・確認
・出来形計測データの立会い確認

施工段階 河川土工・道路土工

受注者 発注者

監督事項
・出来形管理帳票の受理・確認

監督事項

・数量計算の方法の受理・確認
・３次元設計データ＋設計数量の受理・
確認

出来形管理
段階

・出来形計測
・出来形管理写真の撮影
・出来形管理帳票の作成

施工段階 河川土工・海岸土工・砂防土工・道路土工

・設計図書等の変更
・変更数量算出
・変更積算
・変更契約

変更契約処理【発注担当者】

・設計図書等の変更
・変更数量算出
・変更積算
・変更契約

変更契約処理【発注担当者】

変更段階 変更段階

１３.検査

・書面検査
・実地検査

検査事項
・書面検査・実地検査

検査段階

完成段階

・電子成果品の作成

監督事項
・電子成果品の受理・確認

１１.電子成果品

１２.検査

・書面検査
・実地検査

検査事項
・書面検査・実地検査

検査段階

完成段階
・電子成果品の作成

監督事項
・電子成果品の受理・確認

監督・検査事項
・工事成績評定

監督・検査事項
・工事成績評定

本手引きの対象範囲

１０．施工段階
・新技術活用効果調査表の作成

監督事項
・新技術活用効果調査表の受理・確認・新技術活用効果調査表の作成

監督事項
・新技術活用効果調査表の受理・確認

監督事項
・ｱﾝｹｰﾄ調査票の受理・確認

・ｱﾝｹｰﾄ調査票の作成

・施工合理化調査票の作成 監督事項
・施工合理化調査票の受理・確認

監督事項
・ｱﾝｹｰﾄ調査票【施工後】の受理・確認・ｱﾝｹｰﾄ調査票【施工後】の作成

・施工合理化調査票の作成 監督事項
・施工合理化調査票の受理・確認
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九州地方整備局２．機器・ソフトウェア等の選定・調達

 機器・ソフトウェア等の選定の実施内容と解説事項

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容

・必要な機器構成、仕様の確認

・必要な機能の取捨選択

・電子納品・電子検査の事前協議
・電子納品・電子検査の事前協
議の実施・決定

機器構成、仕様の
確認

機器・ソフトウェアの
選定・調達

本手引き書の対象範囲

 ＵＡＶ、ＴＬＳ、UAVレーザー、TS、 TS(ノンプリズム)、 RTK-GNSSを用いた出来形管理に必要な機器・ソフトウ
ェアは、「ＵＡＶ」・「ＴＬＳ」 ・「UAVレーザー 」・ 「TS」・ 「TS(ノンプリズム)」・「 RTK-GNSS・・ 「写真測量ソフトウェ
ア」※・ 「点群処理ソフトウェア」・「３次元設計データ作成ソフトウェア」・「３次元出来形帳票作成ソフトウェア」 ・「
出来高の数量算出ソフトウェア」です。（※はＵＡＶ出来形管理の場合のみ必要）

 要領・基準等に準拠した適切な機器・ソフトウェアを選定し、出来形計測精度及び機器やソフトウェア間の互換性
の確保が必要です。

 機器・ソフトウェアは測量機器販売店やリース・レンタル店、施工関連のソフトウェアメーカ等より、購入またはリ
ース・レンタルにより調達が可能です。

 各メーカによって機器・ソフトウェアの操作性・機能・コストが異なることから、事前に各メーカのカタログ、ＨＰなど
から情報収集し、またはデモ等のサービスを利用し、操作性や機能を事前確認が必要です。

 電子納品及び電子検査を円滑に行うために、工事着手時に監督職員と受注者で事前協議し決定します。

電子納品・電子検査の事前
協議

2-1



九州地方整備局２－１．機器・ソフトウェア等の選定・調達

機器構成、仕様確認時の留意点

①パソコン

②3次元設計データ作成
ソフトウェア

３次元設計データの作成
ＵＡＶ、ＴＬＳ、UAVレーザ、TS、TS（ノ

ンプリズム）、RTK-GNSSによる
起工測量及び出来形計測

出来形帳票作成

④UAV本体

⑦出来形帳票作成
ソフトウェア

③データ記録媒体
（USBフラッシュメモリ

等）

①パソコン

出来形帳票作成
出来高の数量算出

⑤写真測量ソフトウェア※

⑥点群処理ソフトウェア

④ＴLS本体、
UAVレーザ

本体

⑧出来形の数量算出
ソフトウェア

①パソコン

（※はUAV出来形管理の場合のみ必要） 2-2

■各種要領に準拠
・空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）
・地上型LSを用いた出来形管理要領（土工編）、無人航空機搭載型LSを用いた出来形管理要領（土工編）
・TSを用いた出来形管理要領（土工編）、 TS（ノンプリ）を用いた出来形管理要領（土工編）
・RTK-GNSSを用いた出来形管理要領（土工編）

④TS、TS（ノ

ンプリズム）
本体

④ＲＴＫ-ＧＮ
ＳＳ本体



九州地方整備局２－１．機器・ソフトウェア等の選定・調達

起工測量並びに出来形管理のデータの流れの留意点

2-3

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

ＵＡＶを用いた出来形管理

点群データ

TIN

レーザ計測機器やステレオ写真画像より生成し
た計測点データ

点を直線で繋いで三角形を構築（不等辺三角
網）して、面の集合体で地形や設計の表面形状
をモデル化したもの



九州地方整備局２－１．機器・ソフトウェア等の選定・調達

起工測量並びに出来形管理のデータの流れの留意点

2-4

無人航空機搭載型ＬＳ（UAVレーザー）を用いた出来形管理

電子成果品

レーザースキャナーを用いた出来形管理のデータの流れ

計測点群データ

②点群処理ソフトウェア
・点群データの合成
・点群データのフィルタリング

基準点座標
データ

出来形管理資料

出来形評価用データ
（ポイントファイル）

出来形管理データ
（設計と出来形の差）

④出来形帳票作成ソフトウェア

ＴＳ出来形管理用の基本設計データ

利用・変換しても良い。

曲線部などの補完に留意すること

③３次元設計データ作成ソフトウェア

３次元設計 データ
⑤出来高算出ソフトウェア

出来形計測データ等
（ＴＩＮファイル ）

ＴＬＳを用いた出来形管理



九州地方整備局２－１．機器・ソフトウェア等の選定・調達

2-5

ＴＳ（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管理ＴＳを用いた出来形管理

面管理の場合

断面管理の場合



九州地方整備局２－１．機器・ソフトウェア等の選定・調達

起工測量並びに出来形管理のデータの流れの留意点

2-6

ＲＴＫ－ＧＮＳＳを用いた出来形管理

断面管理の場合



九州地方整備局２－１．機器・ソフトウェア等の選定・調達

機器・ソフトウェアのタイプごとの機能（例）

※機器・ソフトウェアの機能は各メーカにより様々なため、
受注者はデモ等を利用し、詳細を確認する。

i-Construction型出来形管理対応のソフトウェア【ＴＬＳ】

下記アドレスに従来型ＵＡＶ及びTLSの対応のソフトウェアが掲載されています。
http://www.nilim.go.jp/lab/pfg/bunya/ict_dokou/document.html
（国土交通省 国土技術政策総合研究所 社会資本マネジメント研究センターHPより）

この表は、ＴＬＳ対応ソフトの掲載例を示しています。
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九州地方整備局２－２．電子納品・電子検査の事前協議

電子納品及び電子検査を円滑に行うため、工事着手時に、事前協議チェックシート（土木工事用）を
活用し、次の事項について監督職員と受注者で事前協議し決定します。

ｱ)工事施工中の情報交換・共有方法（例：無償ビューワー付ファイルや３DPDF提出の有無、発注者側の環境確認）

ｲ)電子成果品とする対象書類（例：BD-Rの使用、無償ビューワー付ファイルや３DPDFの提出の有無）

ｳ)その他の事項

2-8

※BD-R：Blu-ray Disc Recordable Formatの規格により作られた Blu-ray Disc の一度だけ書き込み可能なメディア
※3DPDFとは電子文書ファイルに3Dモデルを埋め込んだもの。



九州地方整備局

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容

・ICT施工を希望する旨の協議
の作成

・ICT施工希望の受理・指示

・設計図書の３次元化の指示
起工測量（UAV、TLS、UAVレーザー、TS、TS（ノンプリズ
ム）、RTK-GNSS）
３次元設計データ（3次元設計データがない場合）

・具体の工事内容及び対象範
囲の協議の作成

・具体の工事内容及び対象範囲の受理・
確認

・見積り書の作成
・３次元起工測量経費、３次元設計デー
タ作成経費の見積り提出依頼

３．ＩＣＴ活用工事の設定

 ＩＣＴ活用工事の設定に係る実務内容と解説事項
本手引き書の対象範囲

 施工者希望Ⅱ型のＩＣＴ活用工事では、契約後、施工計画書の提出までに、ＩＣＴ施工を希望する場合には「ＩＣＴ
活用施工の概要」「ＩＣＴ活用施工範囲図」を作成し、打合せ簿で協議します。

 監督職員から、ＩＣＴ活用施工の実施を指示、 ３次元の設計図書を作成を指示されます。
（当面、ＩＣＴ活用工事では、契約した設計図書が３次元化されていません）

 公告時に「ICT活用工事」設定されていない工事（既契約工事）について、受注者が「ICT活用工事」を行いたい
場合にはその旨の協議します。

 発注者から３次元起工測量経費、３次元設計データ作成経費の見積り依頼を受けたら、見積り書を作成し、提
出します。

ICT施工を希望する旨の
提案・協議

設計図書の３次元化の指示

具体の工事内容及び対象範
囲の協議

３次元起工測量経費、3次元設計
データ作成経費の見積り提出

3-1

H30修正



九州地方整備局
３．ＩＣＴ活用工事の設定

 ICT活用工事の設定に係る実務内容と解説事項

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容

・施工合理化調査の指示

・新技術活用計画書の作成 ・新技術活用計画書の受理・確認・追記

施工合理化調査の指示の了解

本手引き書の対象範囲

 ICT活用技術についての施工合理化調査の指示を受けた場合には、施工合理化調査を行います。

 使用するICT活用技術が新技術（NETISに登録された技術）で有る場合は、その技術を活用する前までに新技術
活用計画書を作成し、提出します。（イントラのi-Constructionの項目にICTに関する新技術一覧を掲載していま
す）

新技術活用計画書の作成

3-2



九州地方整備局
３．ＩＣＴ活用工事の設定(施工者希望Ⅱ型の場合）

様式－９

（ ）

（内容）

・

総　括
監督員

主　任
監督員 監督員

現　場
代理人

主　任
（監　理）
技術者

□受理 します。□提出

年月日：

受
注
者

上記について □承諾 □報告□協議

年月日：

上記について □指示 □承諾

回
答 □その他

□協議 □提出

処
理 □その他

　　協議事項については追って指示します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　ICT活用施工の希望について

　特記仕様書　「第○条　ＩＣＴ活用工事について」によりＩＣＴ活用施工を希望しますので、添付
のICT活用施工の概要、ＩＣＴ活用施工範囲図のとおり協議します。

添付図 － 葉、その他添付図書

します。■受理

発
注
者

発議事項
　□指示　　　■協議　　　□通知　　　□承諾　　　□報告　　　□提出

□その他

工事名    ○○改良工事

工 事 打 合 せ 簿

発議者 □発注者 ■受注者 発議年月日 平成28年○月○日

ICT活用工事を希望する旨の協議（受注者）
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• 施工者希望Ⅱ型の工事契約した場合で、受注者がＩＣＴ活用施工の
意志が有る場合、契約後、施工計画書の提出までにＩＣＴ施工を希
望する旨の協議をします。

• 「ＩＣＴ活用施工の概要」「ＩＣＴ活用施工範囲図」を添付します。

ＩＣＴ活用施工範囲図

ＩＣＴ活用施工範囲 （３Ｄ施工管理）

従来施工管理範囲

ＩＣＴ活用施工の概要

・ ３次元測量方法
・・・・・・・・

・ ＩＣＴ建機による施工内容
盛土 ・・・・・・・・・
法面 ・・・・・・・・・

・ ＩＣＴ活用工事範囲の考え方
・・・・・・・・

（施工計画書レベルではない）

平面図を色分けしたもの


様式-9

		様式－９ ヨウシキ

		工 事 打 合 せ 簿 コウコトダゴウボ

		発議者 ハツギシャ								□発注者 ハッチュウシャ						■受注者 ジュチュウシャ						発議年月日 ハツギネンガッピ						平成28年○月○日

		発議事項 ハツギジコウ								　□指示　　　■協議　　　□通知　　　□承諾　　　□報告　　　□提出 シジキョウギツウチショウダクホウコクテイシュツ

										□その他 タ						（																																）

		工事名 コウジメイ								○○改良工事 カイリョウコウジ

				（内容） ナイヨウ

				　　　　　　　　　　　　　　　　　ICT活用施工の希望について


　特記仕様書　「第○条　ＩＣＴ活用工事について」によりＩＣＴ活用施工を希望しますので、添付のICT活用施工の概要、ＩＣＴ活用施工範囲図のとおり協議します。 カツヨウセコウキボウトッキシヨウショダイジョウカツヨウコウジカツヨウセコウキボウテンプカツヨウセコウガイヨウカツヨウセコウハンイズキョウギ

				添付図 テンプズ						－				葉、その他添付図書 ハタテンプトショ

				発注者 ハッチュウシャ		上記について ジョウキ								□指示 シジ						□承諾 ショウダク						□協議 キョウギ						□提出 テイシュツ						■受理 ジュリ				します。

		処理 ショリ

														□その他 タ						　　協議事項については追って指示します。 キョウギジコウオシジ

		・																												年月日： ネンガッピ

				受注者 ジュチュウシャシャ		上記について ジョウキ								□承諾 ショウダク						□協議 キョウギ						□提出 テイシュツ						□報告 ホウコク						□受理 ジュリ				します。

		回答 カイトウ

														□その他

																														年月日： ネンガッピ

										総　括
監督員 ソウカツカントクイン						主　任
監督員 シュニンカントクイン						監督員 カントクイン														現　場
代理人 ウツツバダイリニン						主　任
（監　理）
技術者 シュニンランリギジュツシャ







九州地方整備局

• ＩＣＴ活用施工の実施の指示を受けます。

• ＩＣＴ活用工事は、発注者指定型、施工者希望型にかかわ
らず、当面の間、測量・設計を通じて３次元のデータが整
備されていないことから、当初設計では従来通り２次元図
面で契約しているため、発注者から、設計図書の３次元化
の指示を受けます。

• 設計図書のうち、平面線形、縦断線形、横断形状と、ＵＡＶ
やＬＳによる３次元起工測量などによって得られた３次元
地形データを使って、３次元設計データが作成されます。

• 発注課から、3次元起工測量、3次元設計データ作成につ
いて施工者へ見積り依頼します。

様式－９

（ ）

（内容）

・

総　括
監督員

主　任
監督員 監督員

現　場
代理人

主　任
（監　理）
技術者

□受理 します。□提出

年月日：

受
注
者

上記について ■承諾 □報告□協議

年月日：

上記について □指示 □承諾

回
答 □その他

□協議 □提出

処
理 □その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ICT活用施工の実施について

　　平成28年○月○日付協議「ICT活用施工の希望について」について、ＩＣＴ活用施工の実施
を指示する。

　　本工事では、3次元起工測量、3次元設計データ作成が必要となるので実施されたい。

添付図 － 葉、その他添付図書

します。□受理

発
注
者

発議事項
　■指示　　　□協議　　　□通知　　　□承諾　　　□報告　　　□提出

□その他

工事名    ○○改良工事

工 事 打 合 せ 簿

発議者 ■発注者 □受注者 発議年月日 平成28年○月○日

ＩＣＴ活用施工の実施＋設計図書３次元化の指示
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３．ＩＣＴ活用工事の設定(施工者希望Ⅱ型の場合）

発注課からの見積り依頼書


様式-9

		様式－９ ヨウシキ

		工 事 打 合 せ 簿 コウコトダゴウボ

		発議者 ハツギシャ								■発注者 ハッチュウシャ						□受注者 ジュチュウシャ						発議年月日 ハツギネンガッピ						平成28年○月○日

		発議事項 ハツギジコウ								　■指示　　　□協議　　　□通知　　　□承諾　　　□報告　　　□提出 シジキョウギツウチショウダクホウコクテイシュツ

										□その他 タ						（																																）

		工事名 コウジメイ								○○改良工事 カイリョウコウジ

				（内容） ナイヨウ

				　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ICT活用施工の実施について

　　平成28年○月○日付協議「ICT活用施工の希望について」について、ＩＣＴ活用施工の実施を指示する。

　　本工事では、3次元起工測量、3次元設計データ作成が必要となるので実施されたい。 セコウセコウキボウセコウジッシシジ

				添付図 テンプズ						－				葉、その他添付図書 ハタテンプトショ

				発注者 ハッチュウシャ		上記について ジョウキ								□指示 シジ						□承諾 ショウダク						□協議 キョウギ						□提出 テイシュツ						□受理 ジュリ				します。

		処理 ショリ

														□その他 タ

		・																												年月日： ネンガッピ

				受注者 ジュチュウシャシャ		上記について ジョウキ								■承諾 ショウダク						□協議 キョウギ						□提出 テイシュツ						□報告 ホウコク						□受理 ジュリ				します。

		回答 カイトウ

														□その他

																														年月日： ネンガッピ

										総　括
監督員 ソウカツカントクイン						主　任
監督員 シュニンカントクイン						監督員 カントクイン														現　場
代理人 ウツツバダイリニン						主　任
（監　理）
技術者 シュニンランリギジュツシャ







九州地方整備局
３．ＩＣＴ活用工事の設定(既契約工事への適用）

「ＩＣＴ活用工事計画書」を添付して「ICT活用工事の設定を希望する
協議をする。

様式－９

（ ）

（内容）

・

工 事 打 合 せ 簿

発議者 □発注者 ■受注者 発議年月日 平成28年○月○日

発議事項
　□指示　　　■協議　　　□通知　　　□承諾　　　□報告　　　□提出

□その他

工事名    ○○改良工事

　　　　　　　　　　　　　　　　　ICT活用工事の適用について

　本工事の施工においてＩCT活用した工事の施工を行いたく、添付のICT活用工事計画書のと
おり、「ICT活用工事」の適用について協議します。
○
○　　　　　ＩＣＴ活用工種：○○工
○○工

添付図 － 葉、その他添付図書

します。■受理

発
注
者

回
答 □その他

□協議 □提出

処
理 □その他

　　協議事項については追って指示します。

年月日：

上記について □指示 □承諾

受
注
者

上記について □承諾 □報告□協議

現　場
代理人

主　任
（監　理）
技術者

□受理 します。□提出

年月日：

総　括
監督員

主　任
監督員 監督員

ICT活用工事の設定を希望する旨の協議（受注者）
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（工事名：○○○○工事）

会社名：○○○○  

チェック欄

　当該工事の土工において、ＩＣＴ施工技術を全ての施工プロセスの段階で活用する場合、「□全て活用する」のチェック欄
に「■」と記入する。

注1) ＩＣＴ活用工事及びＩＣＴ活用施工の詳細については、特記仕様書によるものとする。

【作業工種】
・掘削工
・盛土工
・路体盛土工
・路庄盛土工
・法面整形工

・３次元マシンコントロール（ブルドーザ）技術
・３次元マシンコントロール（バックホウ）技術
・３次元マシンガイダンス（ブルドーザ）技術
・３次元マシンガイダンス（バックホウ）技術

※採用する機種及び活用作業工種・施工範囲については、受注
後の協議により決定する。
※当該工事に含まれる左記作業のいずれかでＩＣＴ建設機械を活
用すればよい

④３次元出来形管理等の施工管理

・空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理
・レーザースキャナーを用いた出来形管理
・トータルステーションを用いた出来形管理
・トータルステーション（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理
・ＲＴＫ－ＧＮＳＳを用いた出来形管理
・無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理
・その他の３次元計測技術による出来形管理

※採用する具体の技術は受注後の協議により決定する。
※複数以上の技術を組み合わせて採用しても良い。
※「①３次元起工測量」で採用した技術と相違しても良い。

⑤３次元データの納品

ＩＣＴ活用工事計画書【土工】

施工プロセスの段階 適用技術・機種

□全て活用する

①３次元起工測量

・空中写真測量（無人航空機）を用いた起工測量
・レーザースキャナーを用いた起工測量
・トータルステーションを用いた起工測量
・トータルステーション（ノンプリズム方式）を用いた起工測量
・ＲＴＫ－ＧＮＳＳを用いた起工測量
・無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた起工測量
・その他の３次元計測技術による起工測量

※採用する具体の技術は受注後の協議により決定する。
※複数以上の技術を組み合わせて採用しても良い。

②３次元設計データ作成
※３次元出来形管理に用いる３次元設計データの作成を実施し
なければならない。

③ＩＣＴ建設機械によ
る施工


様式-9

		様式－９ ヨウシキ

		工 事 打 合 せ 簿 コウコトダゴウボ

		発議者 ハツギシャ								□発注者 ハッチュウシャ						■受注者 ジュチュウシャ						発議年月日 ハツギネンガッピ						平成28年○月○日

		発議事項 ハツギジコウ								　□指示　　　■協議　　　□通知　　　□承諾　　　□報告　　　□提出 シジキョウギツウチショウダクホウコクテイシュツ

										□その他 タ						（																																）

		工事名 コウジメイ								○○改良工事 カイリョウコウジ

				（内容） ナイヨウ

				　　　　　　　　　　　　　　　　　ICT活用工事の適用について


　本工事の施工においてＩCT活用した工事の施工を行いたく、添付のICT活用工事計画書のとおり、「ICT活用工事」の適用について協議します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○　　　　　ＩＣＴ活用工種：○○工　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○工 カツヨウコウジテキヨウホンコウジセコウコウジセコウオコナテンプカツヨウコウジケイカクショカツヨウコウジテキヨウキョウギカツヨウコウシュコウコウ

				添付図 テンプズ						－				葉、その他添付図書 ハタテンプトショ

				発注者 ハッチュウシャ		上記について ジョウキ								□指示 シジ						□承諾 ショウダク						□協議 キョウギ						□提出 テイシュツ						■受理 ジュリ				します。

		処理 ショリ

														□その他 タ						　　協議事項については追って指示します。 キョウギジコウオシジ

		・																												年月日： ネンガッピ

				受注者 ジュチュウシャシャ		上記について ジョウキ								□承諾 ショウダク						□協議 キョウギ						□提出 テイシュツ						□報告 ホウコク						□受理 ジュリ				します。

		回答 カイトウ

														□その他

																														年月日： ネンガッピ

										総　括
監督員 ソウカツカントクイン						主　任
監督員 シュニンカントクイン						監督員 カントクイン														現　場
代理人 ウツツバダイリニン						主　任
（監　理）
技術者 シュニンランリギジュツシャ






受注者希望Ⅰ型

		別記様式３１

		（工事名：○○○○工事）

		ＩＣＴ活用工事計画書【土工】 ドコウ

														会社名：○○○○  



		　当該工事の土工において、ＩＣＴ施工技術を全ての施工プロセスの段階で活用する場合、「□全て活用する」のチェック欄に「■」と記入する。







		チェック欄 ラン		施工プロセスの段階 セコウ				適用技術・機種 テキヨウ ギジュツ キシュ

		□全て活用する スベ カツヨウ		①３次元起工測量				・空中写真測量（無人航空機）を用いた起工測量
・レーザースキャナーを用いた起工測量
・トータルステーションを用いた起工測量
・トータルステーション（ノンプリズム方式）を用いた起工測量
・ＲＴＫ－ＧＮＳＳを用いた起工測量
・無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた起工測量
・その他の３次元計測技術による起工測量

※採用する具体の技術は受注後の協議により決定する。
※複数以上の技術を組み合わせて採用しても良い。 クウチュウ シャシン ソクリョウ ムジン コウクウキ モチ キコウ ソクリョウ モチ モチ キコウ ソクリョウ ホウシキ モチ キコウ ソクリョウ モチ キコウ ソクリョウ ムジン コウクウキ トウサイガタ モチ キコウ ソクリョウ サイヨウ グタイ ギジュツ ジュチュウゴ キョウギ ケッテイ フクスウ イジョウ ギジュツ ク ア サイヨウ ヨ

				②３次元設計データ作成				※３次元出来形管理に用いる３次元設計データの作成を実施しなければならない。 ジッシ

				③ＩＣＴ建設機械による施工		【作業工種】
・掘削工
・盛土工
・路体盛土工
・路庄盛土工
・法面整形工 サギョウ コウシュ クッサクコウ モリ ドコウ ロ タイモ ドコウ ロ ショウ モリ ドコウ ノリメン セイケイ コウ		・３次元マシンコントロール（ブルドーザ）技術
・３次元マシンコントロール（バックホウ）技術
・３次元マシンガイダンス（ブルドーザ）技術
・３次元マシンガイダンス（バックホウ）技術

※採用する機種及び活用作業工種・施工範囲については、受注後の協議により決定する。
※当該工事に含まれる左記作業のいずれかでＩＣＴ建設機械を活用すればよい ジゲン ギジュツ サイヨウ キシュ オヨ カツヨウ サギョウ コウシュ セコウ ハンイ ジュチュウゴ キョウギ ケッテイ トウガイ コウジ フク サキ サギョウ ケンセツ キカイ カツヨウ









				④３次元出来形管理等の施工管理				・空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理
・レーザースキャナーを用いた出来形管理
・トータルステーションを用いた出来形管理
・トータルステーション（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理
・ＲＴＫ－ＧＮＳＳを用いた出来形管理
・無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理
・その他の３次元計測技術による出来形管理

※採用する具体の技術は受注後の協議により決定する。
※複数以上の技術を組み合わせて採用しても良い。
※「①３次元起工測量」で採用した技術と相違しても良い。 デキガタ カンリ フクスウ ジゲン キコウ ソクリョウ サイヨウ ギジュツ ソウイ ヨ

				⑤３次元データの納品



		注1) ＩＣＴ活用工事及びＩＣＴ活用施工の詳細については、特記仕様書によるものとする。 オヨ カツヨウ セコウ

		注2)「□全て活用する」のチェック欄に「■」と記載された場合のみ、加点評価の対象とする。 カツヨウ キサイ バアイ

		注3) 「ＩＣＴ活用工事」において加点評価された場合、本表の「適用技術・機種」欄に記載した技術・機種に適用する「有用な新技術の活用」または「技術開発」については重複評価はしない。 カツヨウ コウジ カテン ホン ヒョウ テキヨウ ギジュツ キシュ ラン キサイ ギジュツ キシュ テキヨウ ユウヨウ

		注4)  本表「適用技術・機種」欄に掲載するＩＣＴ施工技術を工事に活用する場合、技術提案（具体的な施工計画）では評価対象としない。 但し、本表「適用技術・機種」欄に掲載するＩＣＴ施工技術を応用（別の技術を組み合わせて効果を高める、または別の効果を発現する等を含む）した技術提案は、その応用部分（付加的な内容）についてのみ技術提案（施工計画）での評価対象とする。 テキヨウ ギジュツ キシュ ラン セコウ ギジュツ グタイ テキ テキヨウ ギジュツ キシュ ラン セコウ ギジュツ

		注5)  特記仕様書により指定した技術については、評価項目・技術提案ともに加点・評価はしない。





受注者希望Ⅱ型

		（工事名：○○○○工事）

		ＩＣＴ活用工事計画書【土工】 ドコウ

														会社名：○○○○  



		　当該工事の土工において、ＩＣＴ施工技術を全ての施工プロセスの段階で活用する場合、「□全て活用する」のチェック欄に「■」と記入する。 ツチ コウ セコウ ギジュツ スベ セコウ ダンカイ カツヨウ バアイ スベ カツヨウ ラン キニュウ







		チェック欄 ラン		施工プロセスの段階 セコウ				適用技術・機種 テキヨウ ギジュツ キシュ

		□全て活用する スベ カツヨウ		①３次元起工測量				・空中写真測量（無人航空機）を用いた起工測量
・レーザースキャナーを用いた起工測量
・トータルステーションを用いた起工測量
・トータルステーション（ノンプリズム方式）を用いた起工測量
・ＲＴＫ－ＧＮＳＳを用いた起工測量
・無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた起工測量
・その他の３次元計測技術による起工測量

※採用する具体の技術は受注後の協議により決定する。
※複数以上の技術を組み合わせて採用しても良い。 クウチュウ シャシン ソクリョウ ムジン コウクウキ モチ キコウ ソクリョウ モチ モチ キコウ ソクリョウ ホウシキ モチ キコウ ソクリョウ モチ キコウ ソクリョウ ムジン コウクウキ トウサイガタ モチ キコウ ソクリョウ サイヨウ グタイ ギジュツ ジュチュウゴ キョウギ ケッテイ フクスウ イジョウ ギジュツ ク ア サイヨウ ヨ

				②３次元設計データ作成				※３次元出来形管理に用いる３次元設計データの作成を実施しなければならない。 ジッシ

				③ＩＣＴ建設機械による施工		【作業工種】
・掘削工
・盛土工
・路体盛土工
・路庄盛土工
・法面整形工 サギョウ コウシュ クッサクコウ モリ ドコウ ロ タイモ ドコウ ロ ショウ モリ ドコウ ノリメン セイケイ コウ		・３次元マシンコントロール（ブルドーザ）技術
・３次元マシンコントロール（バックホウ）技術
・３次元マシンガイダンス（ブルドーザ）技術
・３次元マシンガイダンス（バックホウ）技術

※採用する機種及び活用作業工種・施工範囲については、受注後の協議により決定する。
※当該工事に含まれる左記作業のいずれかでＩＣＴ建設機械を活用すればよい ジゲン ギジュツ サイヨウ キシュ オヨ カツヨウ サギョウ コウシュ セコウ ハンイ ジュチュウゴ キョウギ ケッテイ トウガイ コウジ フク サキ サギョウ ケンセツ キカイ カツヨウ









				④３次元出来形管理等の施工管理				・空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理
・レーザースキャナーを用いた出来形管理
・トータルステーションを用いた出来形管理
・トータルステーション（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理
・ＲＴＫ－ＧＮＳＳを用いた出来形管理
・無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理
・その他の３次元計測技術による出来形管理

※採用する具体の技術は受注後の協議により決定する。
※複数以上の技術を組み合わせて採用しても良い。
※「①３次元起工測量」で採用した技術と相違しても良い。 デキガタ カンリ フクスウ ジゲン キコウ ソクリョウ サイヨウ ギジュツ ソウイ ヨ

				⑤３次元データの納品



		注1) ＩＣＴ活用工事及びＩＣＴ活用施工の詳細については、特記仕様書によるものとする。 オヨ カツヨウ セコウ
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九州地方整備局
３．ＩＣＴ活用工事の設定(既契約工事への適用）

• 「ＩＣＴ活用工事とした旨」の指示を受けます。

• 3次元起工測量、3次元設計データ作成について見積り依頼を
受けます。

設計図書の3次元化の指示（監督員）

様式－９

（ ）

（内容）

・

工 事 打 合 せ 簿

発議者 ■発注者 □受注者 発議年月日 平成２８年○月○日

発議事項
　■指示　　　□協議　　　□通知　　　□承諾　　　□報告　　　□提出

□その他

工事名    ○○改良工事

　　　　　　　　　　　　　　　　ICT活用工事の実施について

　　平成28年○月○日付協議「ICT活用工事の適用について」、本工事を別紙のとおりＩＣＴ活用
工事としたので、実施範囲（３次元出来形管理の範囲、ICT建設機械の使用場所）を整理して協
議のこと。

　　本工事では、3次元起工測量、3次元設計データ作成が必要となるので実施されたい。

添付図 － 葉、その他添付図書

します。□受理

発
注
者

回
答 □その他

□協議 □提出

処
理 □その他

年月日：

上記について □指示 □承諾

受
注
者

上記について ■承諾 □報告□協議

現　場
代理人

主　任
（監　理）
技術者

□受理 します。□提出

年月日：

総　括
監督員

主　任
監督員 監督員

ＩＣＴ活用工事について

１．ＩＣＴ活用工事
本工事は、国土交通省が提唱するi-Construction に基づき、ＩＣＴの全面的活用を図るため、

受注者の提案・協議により、起工測量、設計図書の照査、施工、出来形管理、検査及び工
事完成図や施工管理の記録及び関係書類について３次元データを活用するＩＣＴ活用工事
の対象工事である。

２．定義
（１）i-Construction とは、ＩＣＴの全面的な活用、規格の標準化、施工時期の平準化等の施策を

建設現場に導入することによって、建設現場のプロセス全体の最適化を図る取り組みであ
る。本工事では、施工者の希望により、その実現に向けてＩＣＴを活用した工事（ＩＣＴ活用工
事）を実施するものとする。

（２）ＩＣＴ活用工事とは、建設生産プロセスの下記段階において、ＩＣＴを全面的に活用する工事で
ある。また、この一連の施工をＩＣＴ活用施工という。

対象は、土工を含む一般土木工事とする。
① ３次元起工測量
② ３次元設計データ作成
③ ＩＣＴ建設機械による施工
④ ３次元出来形管理等の施工管理
⑤ ３次元データの納品

３．受注者は、ＩＣＴ活用施工を行う希望がある場合、契約後、施工計画書の提出までに発注者へ
提案・協議を行い、協議が整った場合に下記４～９によりＩＣＴ活用施工を行うことができる。

（以下、ＩＣＴ活用施工を行う場合）

４．原則、本工事の土工施工範囲の全てで適用することとし、具体的な工事内容及び対象範囲を
監督職員と協議するものとする。なお、実施内容等については施工計画書に記載するもの
とする。

（ 以下、省略 ： イントラ技術調査課より、引用してください）

施工者希望Ⅱ型の特記仕様書記載例を添付

発注課からの見積り依頼書 3-6


様式-9

		様式－９ ヨウシキ

		工 事 打 合 せ 簿 コウコトダゴウボ

		発議者 ハツギシャ								■発注者 ハッチュウシャ						□受注者 ジュチュウシャ						発議年月日 ハツギネンガッピ						平成２８年○月○日 ヘイセイネンガツニチ

		発議事項 ハツギジコウ								　■指示　　　□協議　　　□通知　　　□承諾　　　□報告　　　□提出 シジキョウギツウチショウダクホウコクテイシュツ

										□その他 タ						（																																）

		工事名 コウジメイ								○○改良工事 カイリョウコウジ

				（内容） ナイヨウ

				　　　　　　　　　　　　　　　　ICT活用工事の実施について

　　平成28年○月○日付協議「ICT活用工事の適用について」、本工事を別紙のとおりＩＣＴ活用工事としたので、実施範囲（３次元出来形管理の範囲、ICT建設機械の使用場所）を整理して協議のこと。

　　本工事では、3次元起工測量、3次元設計データ作成が必要となるので実施されたい。 カツヨウコウジジッシヘイセイネンガツニチヅケキョウギホンコウジベッシカツヨウコウジジッシハンイホンコウジジゲンキコウソクリョウジゲンセッケイサクセイヒツヨウジッシ

				添付図 テンプズ						－				葉、その他添付図書 ハタテンプトショ

				発注者 ハッチュウシャ		上記について ジョウキ								□指示 シジ						□承諾 ショウダク						□協議 キョウギ						□提出 テイシュツ						□受理 ジュリ				します。

		処理 ショリ

														□その他 タ

		・																												年月日： ネンガッピ

				受注者 ジュチュウシャシャ		上記について ジョウキ								■承諾 ショウダク						□協議 キョウギ						□提出 テイシュツ						□報告 ホウコク						□受理 ジュリ				します。

		回答 カイトウ

														□その他

																														年月日： ネンガッピ

										総　括
監督員 ソウカツカントクイン						主　任
監督員 シュニンカントクイン						監督員 カントクイン														現　場
代理人 ウツツバダイリニン						主　任
（監　理）
技術者 シュニンランリギジュツシャ







九州地方整備局
３．ＩＣＴ活用工事の設定(既契約工事への適用）

受注者から「ICT活用工事」の実施範囲の協議をします。

（ ）

（内容）

・

総　括
監督員

主　任
監督員 監督員

現　場
代理人

主　任
（監　理）
技術者

□受理 します。□提出

年月日：

受
注
者

上記について □承諾 □報告□協議

年月日：

上記について ■指示 □承諾

回
答 □その他

□協議 □提出

処
理 □その他

　　協議のとおり施工されたい。本協議は、契約変更
　　の対象とします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ICT活用工事の実施について

　平成２８年○月○日の指示「ICT活用工事の実施について」を受け、３次元出来形管理の範
囲、ICT建設機械の使用場所として別紙のとおり施工したく協議します。

－ 葉、その他添付図書

します。□受理

発
注
者

発議事項
　□指示　　　■協議　　　□通知　　　□承諾　　　□報告　　　□提出

□その他

工事名    ○○改良工事

工 事 打 合 せ 簿

発議者 □発注者 ■受注者 発議年月日 平成２８年○月○日

ICT活用範囲の提出（受注者）

3-7

ＩＣＴ活用施工の概要

・ ３次元測量方法
・・・・・・・・

・ ＩＣＴ建機による施工内容
盛土 ・・・・・・・・・
法面 ・・・・・・・・・

・ ＩＣＴ活用工事範囲の考え方
・・・・・・・・

（施工計画書レベルではない）

ＩＣＴ活用施工範囲図

ＩＣＴ活用施工範囲 （３Ｄ施工管理）

従来施工管理範囲

平面図を色分けしたもの


様式-9

		様式－９ ヨウシキ

		工 事 打 合 せ 簿 コウコトダゴウボ

		発議者 ハツギシャ								□発注者 ハッチュウシャ						■受注者 ジュチュウシャ						発議年月日 ハツギネンガッピ						平成２８年○月○日 ヘイセイネンガツニチ

		発議事項 ハツギジコウ								　□指示　　　■協議　　　□通知　　　□承諾　　　□報告　　　□提出 シジキョウギツウチショウダクホウコクテイシュツ

										□その他 タ						（																																）

		工事名 コウジメイ								○○改良工事 カイリョウコウジ

				（内容） ナイヨウ

				　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ICT活用工事の実施について

　平成２８年○月○日の指示「ICT活用工事の実施について」を受け、３次元出来形管理の範囲、ICT建設機械の使用場所として別紙のとおり施工したく協議します。 ジッシシジベッシセコウキョウギ

										－				葉、その他添付図書 ハタテンプトショ

				発注者 ハッチュウシャ		上記について ジョウキ								■指示 シジ						□承諾 ショウダク						□協議 キョウギ						□提出 テイシュツ						□受理 ジュリ				します。

		処理 ショリ

														□その他 タ						　　協議のとおり施工されたい。本協議は、契約変更
　　の対象とします。 キョウギセコウホンキョウギケイヤクヘンコウタイショウ

		・																												年月日： ネンガッピ

				受注者 ジュチュウシャシャ		上記について ジョウキ								□承諾 ショウダク						□協議 キョウギ						□提出 テイシュツ						□報告 ホウコク						□受理 ジュリ				します。

		回答 カイトウ

														□その他

																														年月日： ネンガッピ

										総　括
監督員 ソウカツカントクイン						主　任
監督員 シュニンカントクイン						監督員 カントクイン														現　場
代理人 ウツツバダイリニン						主　任
（監　理）
技術者 シュニンランリギジュツシャ







九州地方整備局４．施工計画書(起工測量編)の作成

 施工計画書（起工測量編）時の実施内容と解説事項

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容

・精度確認試験結果報告書の作成 ・精度確認試験結果報告書の確認・受
理

・施工計画書（起工測量編）の作成 ・施工計画書（起工測量編）の確認 ・受
理

本手引き書の対象範囲

施工計画書（起工測量編）の
作成

 起工測量にTLS、TS、TS（ノンプリズム）、UAVレーザーを使う場合、受注者は精度確認試験結果報告書を提出
します。監督職員はその内容を確認します。

 起工測量にＵＡＶを使う場合は、使用機器・ソフトウェア（UAV及び使用するデジタルカメラの計測性能、機器構

成及び利用するソフトウエア）と、撮影計画（空中写真の撮影コース及び重複度等）が記載された施工計画書を
受注者は提出します。監督職員はその内容を確認します。

 起工測量にTLSやTS、TS（ノンプリズム方式）、UAVレーザーを使う場合は、使用機器・ソフトウェア（LSの計測

性能、機器構成及び利用するソフトウエア）が記載された施工計画書を受注者は提出します。監督職員はその
内容を確認します。

 起工測量にUAVレーザーを使う場合は、使用機器・ソフトウェア（UAVレーザー本体の計測性能、機器構成及び

利用するソフトウエア）と、飛行計画（飛行経路、飛行高度、レーン間の計測範囲重複度等）が記載された施工計
画書を受注者は提出します。 監督職員はその内容を確認します。

 施工計画書には、使用するシステムの機能および精度が要領に準拠していることを確認できる資料（メーカーカ
タログ等）を添付します。

精度確認試験結果報告書の
作成

(TLS、 UAVレーザー、TS、TS（ノンプリズ
ム）、RTK-GNSSによる起工測量の場合)
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九州地方整備局

起工測量出来形計測

工種別

UAV ＵＡＶレーザー 評価に必要な点群密度
（メッシュの大きさ）

※計測時の密度設定
要求精度
精度確認

地上画素寸法
要求精度
精度確認

計測最大距離

出来形計測 ±50㎜以内 1cm/画素以内 ±50㎜以内

100m以内（3級
TSの場合）

1点以上／1㎡（1m×1m）

※出来形計測時は1点以上/0.01㎡
（10cm×10cm）にて実施

起工測量 ±100㎜以内 2cm/画素以内 ±100㎜以内 1点以上／0.25㎡（0.5ｍ×0.5ｍ）

※計測密度は上記以上を確保する設定

岩線計測 100㎜以内 2cm/画素以内
―

（対象外）
1点以上／0.25㎡（0.5ｍ×0.5ｍ）

※計測密度は上記以上を確保する設定

部分払出来高 20cm以内 3cm/画素以内 ±200㎜以内 1点以上／0.25㎡（0.5ｍ×0.5ｍ）

※計測密度は上記以上を確保する設定

岩線形測 部分払出来高

出来高数量
6000m3

利用場面ごとに要求される計測精度が異なる。

４．施工計画書 【参考】 UAV・UAVレーザの計測精度

4-2
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九州地方整備局

起工測量出来形計測

工種別

ＴＬＳ 地上移動体搭載型LS 評価に必要な点群密度
（メッシュの大きさ）

※計測時の密度設定
要求精度
精度確認

計測最大距離
要求精度
精度確認

計測最大距離

出来形計測 ±20mm以内

精度確認試験
の

測定距離以内

±50㎜以内

100m以内（3級
TSの場合）

1点以上／1㎡（1m×1m）

※出来形計測時は1点以上/0.01㎡（10cm×10cm）
にて実施

起工測量 ±100㎜以内 ±100㎜以内 1点以上／0.25㎡（0.5ｍ×0.5ｍ）

※計測密度は上記以上を確保する設定

岩線計測 ±100㎜以内 ±100㎜以内 1点以上／0.25㎡（0.5ｍ×0.5ｍ）

※計測密度は上記以上を確保する設定

部分払出来高 ±200㎜以内 ±200㎜以内 1点以上／0.25㎡（0.5ｍ×0.5ｍ）
※計測密度は上記以上を確保する設定

岩線形測 部分払出来高

出来高数量
6000m3

利用場面ごとに要求される計測精度が異なる。

４．施工計画書 【参考】 TLS・地上移動搭載型LSの計測精度
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九州地方整備局

起工測量出来形計測

工種別

ＴＳ（光波方式） ＴＳ（ノンプリズム） 評価に必要な点群密度
（メッシュの大きさ）

※計測時の密度設定
要求精度
精度確認

計測最大距離
要求精度
精度確認

計測最大距離

出来形計測 ±５mm以内

100m以内（3級
TSの場合）

±20mm以内
（平面制度、鉛直制度

ともに）

100m以内（3級
TSの場合）

1点以上／1㎡（1m×1m）

※計測密度は上記以上を確保する設定
※出来形計測時は1点以上/0.01㎡（10cm×10cm）
にて実施（光波方式）

起工測量 ±５mm以内
平面座標:±20mm以内
標高差:±30mm以内

1点以上／0.25㎡（0.5m×0.5m）

※計測密度は上記以上を確保する設定

岩線計測 ±５mm以内
平面座標:±20mm以内
標高差:±30mm以内

1点以上／0.25㎡（0.5m×0.5m）
※計測密度は上記以上を確保する設定

部分払出来高 ±５mm以内
平面座標:±20mm以内
標高差:±30mm以内

1点以上／0.25㎡（0.5m×0.5m）
※計測密度は上記以上を確保する設定

岩線形測 部分払出来高

出来高数量
6000m3

利用場面ごとに要求される計測精度が異なる。

４．施工計画書 【参考】 TS・TS（ノンプリ）の計測精度
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九州地方整備局

起工測量出来形計測

工種別

ＲＴＫ-ＧＮＳＳ 評価に必要な点群密度
（メッシュの大きさ）

※計測時の密度設定
要求精度

精度確認※
計測最大距離

出来形計測 平面:20mm以内 鉛直:10mm以内

100m以内（3級TSの場合）

1点以上／1㎡（1m×1m）

※出来形計測時は1点以上/0.01㎡（10cm×10cm）にて実施

起工測量 平面:20mm以内 鉛直:10mm以内 1点以上／0.25㎡（0.5m×0.5m）

※計測密度は上記以上を確保する設定

岩線計測 平面:20mm以内 鉛直:10mm以内 1点以上／0.25㎡（0.5m×0.5m）
※計測密度は上記以上を確保する設定

部分払出来高 平面:20mm以内 鉛直:10mm以内 1点以上／0.25㎡（0.5m×0.5m）
※計測密度は上記以上を確保する設定

岩線形測 部分払出来高

出来高数量
6000m3

利用場面ごとに要求される計測精度が異なる。

４．施工計画書 【参考】 RTK-GNSSの計測精度
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九州地方整備局４－１．施工計画書 -ＵＡＶによる起工測量の場合-

機器構成、仕様確認時の留意点

 機器構成

 ＵＡＶ

 ｢無人航空機の飛行に関する許可・承認
の審査要領｣（航空局HP）の許可要件に

準じた飛行マニュアルが施工計画書の
添付資料として提出されます。

 ＵＡＶの保守点検記録が添付されます。

 デジタルカメラ

 ・計測性能及び計測精度が下記と同等
以上で、適切な点検管理が行われてい
ることを示す書類が添付されます。

 ソフトウェア

 出来形管理要領に対応する機能を有す
るソフトウェアであることを示すメーカー
カタログあるいはソフトウェア仕様書が
施工計画書に添付されます。

・計測性能：地上画素寸法が１０㎜／画素以内
・測定精度：±５０㎜以内 ・・・精度確認試験を行う
・撮影方法：インターバル撮影または遠隔でシャッター

操作が出来る

UAV
飛行マニュアル

保守点検記録【製造元の点検(１回/年以上) 】

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ メーカ推奨の定期点検

ｿﾌﾄｳｪｱ 「ﾒｰｶｶﾀﾛｸﾞ」または「ｿﾌﾄｳｪｱ仕様書」

カタログ（例）

添付書類

チェックポイント

4-6
※地上画素寸法の確認方法、各段階における計測精度

は、本資料の参考（最終ページ）をご確認下さい。

計測性能は、UAV を用いた公共測量マニュアルを踏まえ、
以下の様になる。
起工測量時 ： 2cm/画素以内 精度±100mm以内
岩線計測時 ： 2cm/画素以内 精度±100mm以内
部分払い用出来形計測時 ： 3cm/画素以内精度±100mm以内
出来形計測時： 1cm/画素以内 精度±50mm以内

計測性能

この性能のカメラがあれば、各段階で利用可能。
起工測量では、２ｃｍ／画素以内でよいため飛行
高度をあげたり、記録画素数を下げることが可能。

H30修正



九州地方整備局４－１．施工計画書 -ＵＡＶによる起工測量の場合-

4-7

撮影計画の留意点

 空中写真測量の撮影コース及び重複度等の記載の
有無を確認します。

 起工測量に利用する従来型ＵＡＶについては、以下
の項目に留意し、撮影計画を作成し、施工計画書に
添付されているか確認します。

空中写真の重複度

①所定のラップ率、地上解像度が確保できる飛行経路及び飛
行高度の算出結果を記載する。なお、所定のラップ率につい
ては、進行方向のラップ率９０％以上であることを示す飛行計
画、または、飛行後に進行方向ラップ率８０％以上を確認す
るための確認方法、いずれかを記載すること。

②算出に使用するソフトウェアの名称を記載する。

③標定点の外観及び設置位置、標定点位置の測定方法を示し
た設置計画を記載する。

④同一コースは、直線かつ等高度の撮影となるようした計画を
記載する。

⑤撮影区域を完全にカバーするため、撮影コースの始めと終わ
りの撮影区域外をそれぞれ最低１モデル（２枚の空中写真の
組み合わせ）以上設定した計画を記載する。

⑥対地高度は、地上画素寸法（出来形計測時10mm／画素以
内、起工測量、岩線計測、部分払い出来高計測時20mm／

画素以内）を確保出来ること、使用するカメラの素子寸法及
び画面距離から求めるものとする。撮影高度は、対地高度に
撮影区域内の撮影基準面高を加えたものとした計画を記載
する。

 実際のラップ率値とは、撮影された写真から求められたラップ率の
ことで、確認方法は、例えばソフトウェアのレポートとして、計測対
象範囲のモデル化に利用されている写真のラップ率や、ラップした
枚数で確認できる（下図の確認例）こと等が考えられる。

撮影する写真のイメージ（撮影後に実際の写真重複度を確認できる場合）

写真のオーバーラップの確認例

 空中写真の重複度は、同一コース内の隣接空中写真間で実際の
ラップ率を確認しない場合は９０％以上、確認する場合は８０％以
上とし、隣接コースの空中写真間で６０％以上と規定されています。

H30修正



九州地方整備局４－２．施工計画書 -ＴＬＳによる起工測量の場合-

機器構成、仕様確認時の留意点

 機器構成

 出来形管理用ＴＬＳ本体

 計測精度が下記と同等以上で、適正
な精度管理が行われていることを示
す書類を添付します。

精度確認試験結果報告書（例）

添付する書類

TLS計測精度 現場で精度確認を実施し、結果報告書を作成し添付

TLS精度管理 メーカ推奨の定期点検を実施

ソフトウェア 「メーカーカタログ」または「ソフトウェア仕様書」

ソフトウェアのカタログ
レー ザースキャナーを用いた出来形管理

ソフトウェア

LSを 用いた出来形管理要領（土工編）に対

応しています。

カタログ（例）

 ソフトウェア

 本出来形管理要領に対応する機能を有
するソフトウェアであることを示すメーカ
カタログあるいはソフトウェア仕様書を、
施工計画書に添付します。

取得したデータの信頼度を
担保します

4-8

測定精度：計測範囲内で±２０ｍｍ以内
（起工測量では、±1００ mm以内）
当該現場での計測最大距離において、１０ｍ以上離れた
２つの評価点の点間距離の測定精度
利用前６ヶ月以内に実施する。

色データ：色データの取得が可能なことが望ましい

H30修正



九州地方整備局４－３．施工計画書 -ＵＡＶレーザーによる起工測量の場合-

機器構成、仕様確認時の留意点 精度確認試験結果報告書（例）

添付する書類
ＵＡＶレーザー

利用前６ヶ月以内に現場で精度確認を実施、結果報告書を作成
し添付(ﾒﾝﾃﾅﾝｽ等でIMUとLSを分離した場合は組立後にも実施)

精度管理として、メーカ推奨の定期点検を実施

ＵＡＶ
飛行マニュアル

保守点検記録（製造元の点検(１回/年以上))

ソフトウェア 「メーカーカタログ」または「ソフトウェア仕様書」

カタログ（例）

UAVレーザーを使って起工測量を行う場合は、使用機器・ソフトウェア使用機器・ソフトウェア（UAVレーザー本体

の計測性能、機器構成及び利用するソフトウエア）と、飛行計画（飛行経路、飛行高度、サイドラップ率、計測密度、
有効計測角等）が記載されます。また、精度確認試験を実施して結果報告書が作成されます。監督職員は精度確
認試験を計測前６ヶ月以内に実施していることを確認します。

 機器構成

 ＵＡＶレーザー本体

 ＧＮＳＳ測量機が２周波ＧＮＳＳであり、適正な精度管理が行われ
ていることを示す書類が添付されます。

・２周波GNSS であること
・測定精度：計測範囲内で±20 mm以内

（起工測量に利用する場合は ±40mm以内）
（出来高計測に利用する場合は ±60mm以内）

 ソフトウェア

 本出来形管理要領に対応する機能を有するソフトウェアであること
を示すメーカカタログあるいはソフトウェア仕様書が添付されます。

チェックポイント

 ＵＡＶ

 ｢無人航空機の飛行に関する許可・承認の審査要領｣許可要件
に準じた飛行マニュアルが添付されます。

 ＵＡＶの保守点検記録が添付されます。
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九州地方整備局４－３．施工計画書 -ＵＡＶレーザーによる起工測量の場合-

飛行計画の留意点

 以下の項目に留意し、飛行計画を作成し、施工計画
書に添付されているか確認します。

飛行速度の決定 （計測点密度の粗密が生じないよう留意

①所定の予測精度が確保できる飛行経路及び飛行高度等
の算出結果

②調整用基準点・検証点の概観及び設置位置、調整用基準
点位置の測定方法を示した設置計画

③計測区域を完全にカバーする飛行コースの設定

調整用基準点設置計画の例

計測諸元

4-10

H30修正

飛行中は、機体の揺れによる計測点密度の粗密が生じる恐れがあるため、要求される計測点密度
を十分満足するよう留意して飛行速度を決定すること。

・ 調整用基準点の形状は任意であり、計測

点群データから座標が特定できるものを用
いる

・ x,y,z座標が特定できる物を用いることで、

標高調整用基準点と水平調整用基準点を
兼ねる事が出来る。



九州地方整備局

ＴＳを使って起工測量を行う場合は、使用機器・ソフトウェア（ＴＳの計測性能、機器構成及び利用するソフトウエア）
が記載されます。

４－４．施工計画書 -ＴＳ（光波方式）による起工測量の場合-

4-12

機器構成、仕様確認時の留意点

 機器構成

 ＴＳ本体

 国土地理院認定３級以上の機種を利用する場
合は測定精度確認は省略できます。

 計測性能および精度管理の根拠となる書類が
添付されます。

・計測性能：カタログ等で国土地理院の認定機種であることが明記され
ている資料

・精度管理：校正証明書あるいは検査成績書により、適正な精度管理

（有効期限内）であることが明記されている資料

添付する書類

ＴＳ測定精度
国土地理院の認定機種であることが明記されている資
料

ＴＳ精度管理 校正証明書あるいは検査成績書を実施して添付

ソフトウェア 「メーカーカタログ」または「ソフトウェア仕様書」

カタログ（例） TS(プリズム方式）を用いた
出来形管理ソフトウェア

３次元計測技術に関する取扱いのＴ
Ｓ（プリズム方式）に対応しています

 ソフトウェア

 3次元データ計測技術に関する取扱いに対応

する機能を有するソフトウェアであることを示す
メーカカタログあるいはソフトウェア仕様書を、
施工計画書に添付されます。

チェックポイント



九州地方整備局

ＴＳ（ノンプリズム）を使って起工測量を行う場合は、使用機器・ソフトウェア（ＴＳの計測性能、機器構成及び利用す
るソフトウエア）が記載されます。

４－４．施工計画書 -ＴＳ（ノンプリズム）による起工測量の場合-
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機器構成、仕様確認時の留意点

 機器構成

 ＴＳ本体

 計測性能及び精度管理が下記と同等以上で、
適切な点検管理が行われていることを示す書
類が添付されます。

・計測性能：計測範囲内で平面精度±20ｍｍ、鉛直精度±20ｍｍ以内
・精度管理：校正証明書あるいは検査成績書により、適正な精度管理

（有効期限内）であることが明記されている資料

添付する書類

ＴＳ計測精度
利用前６ヶ月以内に現場で精度確認を実施し、結果報
告書を作成し添付

ＴＳ精度管理 校正証明書あるいは検査成績書を実施して添付

ソフトウェア 「メーカーカタログ」または「ソフトウェア仕様書」

カタログ（例）

 ソフトウェア

 3次元データ計測技術に関する取扱いに対応

する機能を有するソフトウェアであることを示す
メーカカタログあるいはソフトウェア仕様書を、
施工計画書に添付されます。 TS(ノンプリズム方式）を用いた

出来形管理ソフトウェア

３次元計測技術に関する取扱いのＴＳ
（ノンプリズム方式）に対応しています

精度確認試験結果報告書（例）

チェックポイント



九州地方整備局

ＲＴＫ－ＧＮＳＳを使って起工測量を行う場合は、使用機器・ソフトウェア（ＲＴＫ－ＧＮＳＳの計測性能、機器構成及
び利用するソフトウエア）が記載されます。

４－５．施工計画書 -ＲＴＫ－ＧＮＳＳによる起工測量の場合-

4-14

機器構成、仕様確認時の留意点

 機器構成

 ＲＴＫ－ＧＮＳＳ本体

 国土地理院の定める１級（２周波）と同等以上
の性能を有する機器を利用します。

 計測性能及び精度管理が下記と同等以上で、
適切な点検管理が行われていることを示す書
類が添付されます。

・計測性能：カタログ等で国土地理院の認定機種であることが明記され
ている資料

・精度管理：校正証明書あるいは検査成績書により、適正な精度管理

（有効期限内）であることが明記されている資料

添付する書類

RTK-GNSS計測精度 ・国土地理院の認定機種であることが明記されている資料

RTK-GNSS精度管理
校正証明書あるいは検査成績書を実施して添付
もしくは現場で精度確認を実施し、結果報告書を添付

ソフトウェア 「メーカーカタログ」または「ソフトウェア仕様書」

カタログ（例）

 ソフトウェア

 ３次元データ計測技術に関する取扱いに対応
する機能を有するソフトウェアであることを示す
メーカカタログあるいはソフトウェア仕様書を、
施工計画書に添付されます。

チェックポイント



九州地方整備局５．工事基準点の設置

5-1

 工事基準点設置時の実施内容と解説事項

 従来型ＵＡＶやTLS等の３次元計測技術を用いた出来形管理では、工事基準点の３次元座標値から幅、長さ等
を算出するため、出来形計測の精度を確保のため工事基準点の精度確保が重要です。

 出来形計測が効率的に計測できる位置にTSが設置可能なように工事基準点を複数設置しておくことが有効で
す。

 標定点等を計測する場合は、基準点からＴＳまでの距離と、標定点等からＴＳまでの計測距離（斜距離）について
の制限は、３級ＴＳを利用する場合は１００ｍ以内（２級ＴＳは１５０ｍ）です。

 ＧＮＳＳローバーの精度確認試験は、出来形計測以外（起工測量、岩線計測、部分払出来高）でＧＮＳＳローバー
を用い標定点及び検証点を設置する場合に必要です。

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容

・基準点等の指示

・既設の基準点の検測
・工事基準点の設置

・標定点・検証点または調整用基準
点の設置

・ＧＮＳＳローバーの精度確認試験結
果報告書の作成

・ＧＮＳＳローバーの精度確認試験結果
報告書の受理・確認

・カメラ位置計測を併用する空中写真
測量（ＵＡＶ）のカメラキャリブレー
ション及び精度確認試験結果報告
書の作成

・カメラ位置計測を併用する空中写真測
量（ＵＡＶ）のカメラキャリブレーション及
び精度確認試験結果報告書の受理・
確認

工事基準点の設置

ＧＮＳＳ精度確認試験結果報
告書の作成

(ＧＮＳＳローバーを使用する場合)

カメラ位置計測を併用する空中写真測
量（ＵＡＶ）のカメラキャリブレーション及
び精度確認試験結果報告書の作成

(SFMを併用する場合)

H30修正



九州地方整備局５－１．ＵＡＶによる起工測量や出来形管理を行う場合

工事基準点の設置時の留意点

UAVによる出来形管理で利用するTS（２級TSか３級TS）を確認して、工事基準点を配置する。
留意点

工事基準点

適切でない工事
基準点例☓

工事基準点から計測点まで
100m以内とする
(3級TSの場合）

作業用車輌等の通過を妨
げない位置に工事基準点
を設置する

工事基準点

工事基準点

☓

測量標は、位置や高さが変動し
ないように適切に設置

検証点

検証点

検証点

標定点

工事基準点

・UAVによる出来形管理では、出来形精度を確保するため、次の斜距離が３級TSを用いる場合で１００ｍ以内、２級
TSを用いる場合で１５０ｍ以内でなければならない。
（1）TSの設置位置から工事基準点までの距離（TS設置時）
（2）TSの設置位置から標定点までの距離
（3）TSの設置位置から検証点までの距離

・検証点は、既設の基準点や工事基準点を用いることができます。
・検証点は、標定点と兼ねることはできません。 5-2

各点に対空標
識を設置

※ 標定点の設置にGNSS測量を行う場合には考慮不要



九州地方整備局５－２．ＴＬＳによる起工測量や出来形管理を行う場合

工事基準点の設置時の留意点

工事基準点

適切でない工事
基準点例☓

工事基準点から計測点まで
100m以内とする
(3級TSの場合）

作業用車輌等の通過を妨
げない位置に工事基準点
を設置する

工事基準点

工事基準点

☓

測量標は、位置や高さが変動し
ないように適切に設置

標定点

標定点

標定点

ＴＬＳによる出来形管理で利用するＴＳ（２級ＴＳか３級ＴＳ）を確認して、工事基準点を配置する。

留意点

・TLSによる出来形管理では、出来形精度を確保するため、次の斜距離が３級TSを用いる場合で１００ｍ以内、２級
TSを用いる場合で１５０ｍ以内でなければならない。
（1）TSの設置位置から工事基準点までの距離（TS設置時）
（2）TSの設置位置から標定点までの距離

・ＴＬＳ本体にＴＳと同様にターゲット計測による後方交会法による位置決め機能を有している場合は、標定点を設置せず計測
できます。この場合、ターゲットは基準点あるいは工事基準点上に設置します。

工事基準点

5-3

※ TLSは機種により、計測可能距
離が、１００ｍ～１０００ｍまで差が
あります。

※ 標定点は、複数回の計測結果を
合成する際に標定点が必要な場
合に用います。

※ 後方交会法による位置決め機能
を有する場合には、標定点は不
要です。ターゲットは、工事基準
点に設置する。

※ 使用予定のTLSを考慮して、工
事基準点を設置すること



九州地方整備局
５－３．ＵＡＶレーザーによる起工測量や出来形管理を行う場合

5-4

工事基準点等の設置時の留意点

工事基準点

適切でない工事
基準点例

☓

工事基準点から計測点まで
100m以内とする
(3級TSの場合）

作業用車輌等の通過を妨
げない位置に工事基準点
を設置する

工事基準点

工事基準点

☓

測量標は、位置や高さが変動し
ないように適切に設置

標高調整用基準点

水平調整用基準点

ＵＡＶレーザーによる出来形管理で利用するＴＳを確認して、工事基準点等を配置する。

・ＵＡＶレーザーによる出来形管理では、出来形精度を確保するため、次の斜距離が３級TSを用いる場合で１００ｍ
以内、２級TSを用いる場合で１５０ｍ以内でなければならない。
（1）TSの設置位置から工事基準点までの距離（TS設置時）
（2）TSの設置位置から調整用基準点までの距離

工事基準点
（水平調整に使用）

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ
・調整用基準点は、既設の基準点や工事基準点を用いることができます。

H30修正



九州地方整備局
５－４．ＧＮＳＳローバーによる起工測量や出来形管理を行う場合

GNSS精度確認試験の留意点

 実施時期

 利用までに精度確認試験を行い、実施結果を提
出します。

 実施方法

 現場内の２箇所以上の既知点を利用し、GNSS 
による計測結果から得られる既知点の座標を計
測します。

 検査点の設置

 真値となる座標値は、基準点あるいは、工事基準
上などの既知点の座標値や、基準点および工事
基準点を用いて測量した座標値を利用します。

 評価基準

 GNSSによる計測結果を既知点などの真値と比
較し、その差が適正であることを確認します。

GNSSの計測精度が測量全体の精度に影響するため、現場に
設置した２箇所の既知点を使用し、GNSS による計測結果から得
られる既知点の座標と既知点座標を比較し精度点検を行う。

【測定精度】
平面座標 ±20mm以内
標高差 ±30mm以内

標定点等の信頼度を担保
します

5-5



九州地方整備局６．測量成果簿の作成

 測量成果簿時の作成の実施内容と解説事項

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容

・現況地盤の確認
・施工量の算出
・3次元起工測量の成果品の作成

・測量成果簿の受理・確認
工事基準点の精度管理状況の確認
工事基準点の配置状況の確認

・起工測量の成果品の受理・確認

・カメラキャリブレーション及び精度確
認試験結果報告書の作成

・カメラキャリブレーション及び精度確認
試験結果報告書の受理・確認

本手引き書の対象範囲

カメラキャリブレーション及び
精度確認試験結果報告書の

作成

 工事基準点の測量、設置に係わる資料（測量成果と配置状況）を提出します。

 3次元起工測量の成果品を提出します。

 ＵＡＶによる出来形管理の場合には、カメラキャリブレーション（事前使用デジタルカメラをいて、撮影画像
の歪み量、レンズ中心位置等のパラメータを把握する作業）及び精度確認試験結果報告書を作成し、提
出します。

起工測量
測量成果簿の作成

・カメラキャリブレーション及び精度確認試験結果報告書の作成は、ＵＡＶ空中写真測量で計測した都度
に作成し、その都度提出します。

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

6-1



九州地方整備局６－１．起工測量

面的な地形測量時の留意点

・設計照査のために、伐採後に地形測量を実施します。ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

面的な地形測量の計測データ作成時の留意点

 自動でＴＩＮを配置した場合に、現場の地形と異なる場合は、ＴＩＮの結合方法を手動での変更が可能です。

 管理断面間隔より狭い範囲において、点群座標が存在しない場合は、ＴＩＮで補完することができます。

・UAVやＴLS等で計測した現況地形の点群データから不要な点を削除し、ＴＩＮで表現される起工測量計
測データが作成されます。

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

6-2

 着工前の現場形状を把握するための起工測量を面的な地形測量が可能な従来型ＵＡＶやＬＳ等の３次元計測技
術を用いて実施されます。

 測定精度は、TS（ノンプリズム）は± 20mm以内、RTK-GNSSは±30mm以内、UAVレーザーは±100mm以内

 計測密度はいずれの３次元計測技術とも0.25㎡（0.5m×0.5mメッシュ）あたり１点以上とします。

H30修正



九州地方整備局６－２．ＵＡＶによる起工測量の場合

標定点及び検証点の設置・計測の留意点

 計測精度を確保するための標定点の設置の条件は、「ＵＡＶを用いた公共測量マニュアル（案）」（国土地理院）（
以下UAVマニュアルとする）における要求精度±50mmの規定を参考とし、以下を標準とします。

 標定点は、計測対象範囲を包括するように、UAVマニュアルにおける外部標定点として撮影区域外縁に１
００ｍ以内の間隔となるように設置するとともに、UAVマニュアルにおける内部標定点として天端上に２００
ｍ間隔程度を目安に設置します。

 標定点及び検証点の計測については、４級基準点及び３級水準点と同等以上の精度が得られる計測方
法をとります。

 検証点は、UAVマニュアルにおける外部標定点及び内部検証点として天端上に２００ｍ以内の間隔となる

ように設置します。標定点として設置したものと交互になるようにすることが望ましく、計測範囲が狭い場合
については、最低２箇所設置します。精度確認用の検証点は、標定点として利用できません。

300m

計測対象範囲 内部標定点

10
0m

外部標定点

200m 検証点

150m 150m

・標定点および検証点は工事基準点、あるいは工事基準点からＴＳを用いて計測を行います。
・標定点および検証点は空中写真測量（ＵＡＶ）による出来形計測中に動かないように固定します。

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

6-3

対空標識（標定点・検証点）の例

標定点 ： 計測結果を現場座標系に変換するために使用
検証点 ： 計測精度の確認のために使用



九州地方整備局

・空中写真測量の実施にあたっては、航空法に基づく「無人航空機の飛行に関する許可・承認
の審査要領」の許可要件に準じた飛行マニュアルを作成し、マニュアルに沿って安全に留意し
て行います。

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

①撮影飛行

空中写真測量（ＵＡＶ）による計測では、計測対象範囲に作業員や仮設構造物、建設機械など
が配置されている場合は、地形面のデータが取得できません。このため、可能な限り地形面が露
出している状況での計測を行います。また、以下の条件では適正な計測が行えないので十分気
をつけて下さい。

 強風や突風の恐れのある気象条件

 写真が鮮明に撮れないなど暗い場合

 日差しが強く影部が鮮明に撮れない場合

 草や木などで地面が覆われている場合

②自動航行を行わない場合の留意点

自動航行を行わない場合の計測精度を確保するための所定の条件は以下を標準とします。

 同一コースは、直線かつ等高線の撮影となるように飛行します。

 撮影区域を完全にカバーするため、撮影コースの始めと終わりの撮影区域外をそれぞれ
最低1モデル（２枚の空中写真の組み合わせ）以上形成できるように飛行します。

６－２．ＵＡＶによる起工測量の場合

空中写真測量の実施時の留意点

→ 植生が繁茂して空中写真に地面が写らない
場所では、 取得する標高データが不足します。

6-4



九州地方整備局６－２．ＵＡＶによる起工測量の場合

点群データの作成時の留意点

①撮影飛写真測量ソフトウェアに関する留意事項

 カメラキャリブレーションの結果は、計測精度に影響を与えるため、留意します。

 ＵＡＶの飛行ログデータを使用したデータ処理が行える場合は、利用することもできます。

②点群処理ソフトウェアに関する留意事項

 処理する３次元座標は、出来形管理結果に影響するため、不要点除去時には留意します。

・ＵＡＶにて撮影した空中写真を写真測量ソフトウェアに読込み、地形や地物の座標値を算出し、算出した
地形の３次元座標の点群から不要点等を除去し、３次元の点群データを作成します。ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

・ＵＡＶにて撮影した空中写真を写真測量ソフトウェアに読込み、地形や地物の座標値を算出し、算出した
地形の３次元座標の点群から不要点等を除去し、３次元の点群データを作成します。ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

精度確認時の留意点

精度確認の結果、必要な精度を満たさない場合は、写真測量ソフトウェアでの処理を再度実施するなどの前のス
テップに戻って再度実施します。

6-5

H30修正



九州地方整備局
６－３．ＴＬＳによる起工測量の場合

LS設置時の留意点

 出来形計測点を効率的に取得できる位置にＬＳを設置します。

 ＴＬＳのレーザーと被計測対象物が、できるだけ正対した位置関係になるように設置します。

 ＴＬＳは、急傾斜地や軟弱地を避け、振動のない地盤上に設置します。

・計測対象範囲に対して正対して計測できる位置を選定します。

・計測範囲に対してＴＬＳの入射角が著しく低下する場合や、１回の計測で不可視となる範囲がある場合は、
不可視箇所等を補間できる計測位置を選定します。

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

実証実験結果では・・・

２００ｍで入射角が１０度の場合、水平精度±２０ｍｍ、高さでは±５０ｍｍ程度
の精度の低下が見られる。
⇒入射角が小さくなる場合は、ＴLSの設置位置を高くする、LSの位置を変更す
るなどの配慮が必要です。

計測面

入射角

6-6



九州地方整備局６－３．ＴＬＳによる起工測量の場合

標定点を使用する場合の留意点

 標定点は、計測対象箇所の最外周部に４箇所以上配置します。
 ＴＳから基準点および標定点までの距離に応じて、以下の関係とします。

⇒３級TSの場合 ： １００ｍ以下
⇒２級TSの場合 ： １５０ｍ以下

 ＴＬＳ本体にＴＳと同様にターゲット計測による後方交会法による位置決め機能を有している場合は、標定点を設
置せず計測ができます。

・ＴＬＳによる計測結果を３次元座標へ変換、あるいは複数回の計測結果を標定点を用いて合成する場合
は、標定点を設置する。標定点は工事基準点からＴＳを用いて計測を行います。ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

TSを使った後方交会法による位置決めの例

6-7



九州地方整備局６－３．ＴＬＳによる起工測量の場合

計測時の留意点

①計測密度設定の留意点
 ＴＬＳと計測対象範囲の位置関係を事前に確認し、最も入射角が低下する箇所で設定します。
 必要に応じてＴＬＳの位置を変えるなど、データ処理を含めた作業全体の効率化に留意します。

②測定時の留意点
 可能な限り出来形の地形面が露出している状況で計測します。
 以下の条件では適正な計測が行えないので、十分に注意します。

 雨や霧、雪などレーザーが乱反射してしまう様な気象
 計測対象範囲とレーザー光の入射角が極端に低下する場合
 強風などで土埃などが大量に舞っている場合
 草や木などで地面が覆われている場所

 ＴＬＳ計測で利用するレーザークラスに応じた使用上の対策を講じるとともに、安全性に十分考
慮します。

・出来形計測にあたっては、計測対象範囲内で100cm2（10cmメッシュ）に１点以上の計測点が得られる
設定で計測を行います。

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

6-8
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・計測対象範囲に対して正対してうえで工事基準点上で計測できる位置を選定します。

・計測範囲に対して、１回の計測で不可視となる範囲がある場合は、不可視箇所等を補間できる計測位置
を選定します。

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

６－４．ＴＳ（ノンプリズム）による起工測量の場合

6-9

ＴＳ（ノンプリズム）配置の留意点

 ＴＳ（ノンプリズム）と被計測対象の位置関係は、被計測対象となる範囲の全てが精度確認試験で確認した最大距離以
内となる範囲を設定します。

 1 回の計測で精度確認試験以上となる範囲がある場合は、設置箇所を複数回に分けて実施します。

ＴＳ（ノンプリズム方式）の設置・計測時の留意点

 ＴＳ（ノンプリズム）が水平で計測点を効率的に取得できる位置に設
置すること。

 ＴＳ（ノンプリズム）と被計測対象物ができるだけ正対したうえで工事
基準点上に設置すること。

 工事基準点上の設置によりがたい場合は、後方交会法による任意
の未知点への設置を認めてます。詳細は「ＴＳ（ノンプリズム方式）を
用いた出来形管理要領（土工編）」の「出来形管理用ＴＳ（ノンプリズ
ム方式）による出来形計測」の記載を参照すること。

 計測中に機器が動かないように確実に設置すること。

 工事基準点は、３次元設計データに登録されている点を用いること。

 機器高の入力ミスなどの単純な誤りが多いので、注意すること。

 ＴＳ（ノンプリズム）と工事基準点の距離が近いと、方位の算出誤差
が大きくなるので注意すること。

後方交会法による位置決めの留意点イメージ



九州地方整備局６－４．ＴＳ（ノンプリズム）による起工測量の場合

6-10

計測時の留意点

①計測密度設定の留意点
 ＴＳ（ノンプリズム）と計測対象範囲の位置関係を事前に確認し、出来形評価用データが、点密度で1m 間

隔以内（1 点/m2 以上）で概ね等間隔で得られるよう計測します。

②測定時の留意点
 可能な限り出来形の地形面が露出している状況での計測します。
 以下の条件では適正な計測が行えないので、十分に注意します。

 雨や霧、雪などレーザーが乱反射してしまう様な気象
 強風などで土埃などが大量に舞っている場合
 草や木などで地面が覆われている場所

・起工測量は、計測対象範囲内で0.25㎡（0.5m×0.5mメッシュ）に１点以上の計測点が得られる設定で計
測を行います。

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ
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・調整用基準点は、平坦で明瞭な地点を選定し工事基準点からＴＳを用いて計測します。
・調整用基準点はＵＡＶレーザーによる出来形計測中は動かないように固定します。

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

６－５．ＵＡＶレーザーによる起工測量の場合

6-11

調整用基準点の設置・計測の留意点

 調整用基準点は、面積（ｋｍ２）を０．２５で割った値に１を足
した値とし、最低４点、計測対象箇所の四隅に配置すること
を標準とします。

 調整用基準点の計測はＴＳを用いて実施し、ＴＳから基準点
および調整用基準点までの距離が100m 以下（３級ＴＳの場
合）あるいは150m 以下（２級ＴＳの場合）とします。

 工事基準点、BM、KBM へ直接設置できる場合は、設置して
よい。

 標高調整用基準点は、平坦で明瞭な地点を選定し計測点密
度と同一半径の円又はおおむね２倍の辺長の正方形で作成
した標識を水平に設置します。

 水平調整用基準点は、水平位置（真値及び計測結果）が特
定できる、地上から突出した直方体、球体、板などの任意の
形状を設置します。

 標識の大きさはＬＳの性能に留意して決定すること。

 この他、x、y、z座標が特定できる物（既存の構造物の角な
ど、既存の明瞭な地物で、計測点群データからx、y、z座標

が特定できるもの）を用いることで、標高調整用基準点・検証
点と水平調整用基準点・検証点を兼ねる事が出来る。

H30修正

標高調整用基準点の一例 水平調整用基準点の一例



九州地方整備局６－５．ＵＡＶレーザーによる起工測量の場合
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精度確認時の留意点１

a．最適軌跡解析

最適軌跡解析をＧＮＳＳ観測データ及びＩＭＵ観測データを用いて、Loosely Coupled方式またはTightly 
Coupled方式で行う。

○Loosely Coupled方式

まずＧＮＳＳ衛星を利用したキネマティック解析により機体の３次元位置を特定し、ＩＭＵのデータを反映し
て最適軌跡解析を行うプロセスを経る。Loosely Coupled方式のキネマティック解析時にはＧＮＳＳ衛星の
が５個以上必要となり、５個以下になると著しく精度が低下することに留意すること。

○ Tightly Coupled方式

キネマティック解析と最適軌跡解析を同時に行う手法であり、ＧＮＳＳ衛星の衛星数が一時的に不足して
も、解析処理は一定の精度を維持できることが特徴である。

H30追加
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・ＵＡＶレーザーで計測した点群データについて、コース間較差や調整用基準点における較差等を確認します。ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

６－５．ＵＡＶレーザーによる起工測量の場合

6-13

精度確認時の留意点２

b．コース間標高値の点検

コース間の重複部分に点検箇所を選定し、コースごと
の標高値の比較点検を行うものとする。

① 点検箇所の数は、各コース間重複部分に２箇所以
上設置するものとする。

② 点検箇所の配置は、計測対象範囲内に偏り無く配
置するよう努めるものとするが、各コー スの起点側
に1点、終点付近に 1 点の配置としてもよい。

③ 植生のある場所、線状地域等の地形条件で平坦な

場所が無い場合は配置及び点数を変更することが
できる。

④ 点検箇所の標高値は、平坦で明瞭な地点を選定

し、計測点密度と同一半径の円又はおおむね２倍
辺長の正方形内の計測データを平均したものとす
る。

⑤ 重複コースごとの各コースの点検箇所の標高値の
較差を求め、較差の平均値等を求めるものとする。

⑥ 重複コースごとの標高値の較差の平均値は
±50mm 以内とする。

H30修正
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・ＵＡＶレーザーで計測した点群データについて、コース間較差や調整用基準点における較差等を確認します。ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

６－５．ＵＡＶレーザーによる起工測量の場合

6-14

精度確認時の留意点３

c．三次元計測データの点検

① 調整用基準点と比較する三次元計測データは、所定の格子間隔と同一

半径の円又は２倍辺長の正方形内の計測データを平均したものとす
る。

② すべての調整用基準点において三次元計測データの平均値との較差

を、水平位置、標高について求め、その平均値との標準偏差等を求め
るものとする。

③ 各調整用基準点における点検の結果、水平位置、標高の較差の平均
値の絶対値が50mm以上又はＲＭＳ誤差が50mm以上の場合は、原因
を調査の上、再計算処理又は再測等の是正処置を講じる。

④ すべての調整用基準点での点検の結果、水平位置、標高の較差の平均値の絶対値が50mm以上の場合で、標

高調整用基準点の較差の傾向が作業地域全体で同じ場合は、地域全体の三次元データの標高値を上下の一
律シフトの平行移動により補正を行う。また、水平調整用基準点の較差の傾向が、作業地域全体で同じ水平方
向にシフトしている場合は、水平方向に一律シフトの平行移動および回転により補正を行う。

⑤ 上記④の補正を行った後、再び上記③の点検を実施し、結果を次に示す調整用基準点調査票にとりまとめる。
監督職員から提出の請求があった場合は速やかに提出するものとする。

H30修正



九州地方整備局６－５．ＵＡＶレーザーによる起工測量の場合

6-15

計測時の留意点

①ＵＡＶレーザー計測の実施の留意点
 出来形計測のための飛行は飛行計画に基づき実施すること。
 ＩＭＵの精度が低下しないよう一定方向、等速度で飛行し、旋回は十分な半径で飛行すること。

②測定時の留意点
 可能な限り出来形の地形面が露出している状況での計測します。
 以下の条件では適正な計測が行えないので、十分に注意します。

 雨や霧、雪などレーザーが乱反射してしまう様な気象
 計測対象範囲とレーザー光の入射角が極端に低下する場合
 強風などで土埃などが大量に舞っている場合
 草や木などで地面が覆われている場所

 ＵＡＶレーザー計測で利用するレーザークラスに応じた使用上の対策を講じるとともに、飛行等を含
む安全性に十分考慮すること。

 衛星の配置や受信状態が悪いと高精度な計測が行えない場合があるため、事前に衛星の配置状況
等を確認すること。

・飛行マニュアルに沿って安全に留意して行うこと。
・起工測量は、計測対象範囲内で0.25m2（50cm×50cm メッシュ）あたり1点以上の計測点が得られる設
定で計測します。

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

H30追加
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６－６．起工測量の成果品の作成

6-16

○成果品は、以下の構成で作成されて提出されます。

 各3次元計測技術による起工測量計測データ（LandXML等のオリジナルデータ（TIN））
 各3次元計測技術による点群データ（CSV、LAS、LandXML等のポイントファイル）
 工事基準点及び標定点データ（CSV、LandXML、LAS等のポイントファイル）

（標定点ﾃﾞｰﾀは、航空写真測量（UAV）またはTLSの場合）
 各3次元計測技術による起工測量の状況写真

（従来型ＵＡＶは撮影した写真）
 工事基準点及び標定点、検証点を表した網図

（標定点は航空写真測量（UAV）またはTLSの場合、検証点は航空写真測量（UAV）の場合）
 その他資料（例：使用機器の利用状況写真、飛行計画に沿って撮影したことの証明資料）等

各3次元計測技術による起工測量の成果品
H30修正



九州地方整備局６－７．精度確認試験の実施・結果の提出の実務内容

カメラキャリブレーションおよび精度確認試験の留意点 ①実施時期

 写真測量ソフトウェアから計点群データを算出す
る際に実施する。

 本精度確認は空中真測量 （ＵＡＶ）により計測ごと
行う。

②実施方法

 現場に設置した既知点を使用し、空中写真測量か
ら得られた点群データ上の検証点の座標を計測
する。

③検証点の設置

 真値となる座標は、基準点 あるいは、工事基準上
などの 既知点の座標値や、基準点および工事基
準点を用いて測量した座標値を利用する 。

④評価基準

 空中写真による計測結果を既知点などの真値と
比較し、その差が適正であることを確認する。

１）空中写真測量（UAV）による出来形管理を行う場合

現場における空中写真測量（ＵＡＶ）の測定精度を確
認するために、現場に設置した２箇所の既知点を使用
し、空中写真測量から得られた点群データ上の検証点
の座標と既知点座標を比較し精度確認試験を行う。

【測定精度】
各座標値の較差±50ｍ以内 取得したデータの信頼

度を担保します

6-17

H30修正



九州地方整備局６－７．精度確認試験の実施・結果の提出の実務内容

精度確認試験の留意点

２）UAVレーザーによる出来形管理を行う場合

ＵＡＶレーザーの計測性能および測定精度を確認する
ために、現場に設置した水平位置検証点、標高検証点
を使用しシステム性能および精度確認試験を行う。

6-18

H30追加

【再現性についての要求精度】
●出来形計測に利用する場合 水平較差 ±50mm以内

標高較差 ±50mm以内
●起工測量に利用する場合 水平較差 ±100mm以内

標高較差 ±100mm以内
●出来高計測に利用する場合 水平較差 ±200mm以内

標高較差 ±200mm以内

• 受注者は、利用する機器の特徴
を十分に把握した上で、ＵＡＶ
レーザーで計測を行う最大距離
付近（精度面で最も不利となる
位置や範囲）およびそれ以上離
れた位置でサイドラップ（３０％）
の中央付近に水平位置検証点、
標高検証点を設置する。

• ＵＡＶレーザーを用いてサイド
ラップ３０％での計測を行い、計
測結果から得られる水平位置検
証点、標高検証点の２回（往路・
復路各１回）の計測値の水平較
差、標高較差を確認し、用途別
に定められた再現性についての
要求精度以内であることを確認
する。

• ＵＡＶレーザーはＧＮＳＳやＩＭＵとＬＳ等を組合せた技術であ
り、各システムの複合的な組合せによりその性能や精度に
違いが存在する。

• これらの技術から得られる計測点群データは座標としては
調整用基準点により位置、回転、高さは補正される。このこ
とから、性能確認および精度確認として形状の検証を主な
目的としている。



九州地方整備局６－７．精度確認試験の実施・結果の提出の実務内容

精度確認試験の留意点

①実施時期
 暫定案として利用前６ヶ月以内に精度確認試験を実施する

 ただし、メンテナンス等によりＩＭＵとＬＳを分離した場合は、組立後に
精度確認試験を実施する。

②実施方法

 飛行コースと直交する横断方向に水平位置検証点、標高検証点を３
箇所以上設置する。

 設置位置は飛行コース直下に１箇所、出来形計測時に想定している
有効計測角でレーザーが射出される位置付近に１箇所ずつ設置す
る。

③検証点の座標算出
 検証点を往路方向と復路方向の各1回飛行して、標高検証点、水平

位置検証点を計測し、往路、復路の標高検証点のZ座標、水平位置
検証点のX,Y座標の較差を算出する。

 最適軌跡解析は往路と復路で分割せず、一連の軌跡として解析す
る。

④評価基準
 往路と復路で計測した標高検証点および水平位置検証点のx,y,z座標

を比較して較差を算出し、較差が次表の基準を満足していることを確
認する。

 実現場における有効計測角や飛行対地高度、飛行速度、スキャン回
転数、レーザー発行回数等の計測諸元は、本確認試験で設定したも
のと同様に設定する。

２）UAVレーザーによる出来形管理を行う場合
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検証点を複数設置できる場合

検証点を1箇所しか設置できない場合

＜精度確認試験での精度確認基準＞

H30追加



九州地方整備局７．３次元設計データの作成時の実務内容

 ３次元設計データの作成時の実施内容と解説事項

 ３次元設計データ作成ソフトウェアを用いて、設計図書・基準点設置結果及び３次元起工測量に基づき３次元
設計データを作成し、照査します。

 ３次元設計データ作成の作業量は、現場条件（施工延長、変化点等）により異なります。

7-1

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容

・３次元設計データの作成

・３次元設計データの照査

・３次元設計データの成果品作成 ・３次元設計データの成果品の状況の受
理・確認

本手引き書の対象範囲

３次元設計データの照査

３次元設計データの作成
または修正

３次元設計データの成果品作
成



九州地方整備局

設計図書（平面図、縦断図、横断図等）や線形計算書等を基に、３次元設計データを作成する。

座標点リスト
線形計算書 平面図 横断図縦断図

始点から

終点まで

地形との接点
まで

・設計図書と線形計算書に示される情報から幾何形状の要素を読み取って、作成する。

準備する資料

３次元設計データの要素データ作成

外縁 （線形要素の
起終点がある場合）

３次元設計データ（ＴＩＮ）の作成

・入力した要素データを基に面的な３次元設計データ（ＴＩＮ）を作成する。
・線形の曲線区間においては、必要に応じて横断形状を作成した後にＴＩＮを設定する。
（例えば、間隔５ｍ毎の横断形状を作成した後にＴＩＮを設定する）。

７－１．３次元設計データの作成
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九州地方整備局

・３次元設計データ作成ソフトウェアは道路中心線形データの読み込みが可能です。
・道路中心線形データを読み込む場合、平面線形入力作業および縦断線形入力作業の簡略化が可能です。

７－１．３次元設計データの作成

===＝

３次元設計データの作成手順とイメージ

工事基準点入力

平面線形入力
（測点座標、曲線要素）

縦断線形入力
（勾配変化点要素）

出来形横断面形状入力
（出来形横断面要素）

作成手順

３次元設計データイメージ

※作成方法の詳細は、次ページ以降を参照のこと。
また、本作成手順はICT設計データ変換ソフト

（ （社）日本建設機械化協会 施工技術総合研究
所より無償で入手）を用いた場合の例です。

縦断線形

縦断曲線長VCL

縦断変化点座標

円曲線

IP EP座標

直線緩和曲線
（クロソイド）

緩和曲線
（クロソイド）

直線

BP座標平面線形

道路中心線
（又は堤防法線）

出来形横断面形状

要素高

勾配(%)
勾配
(1:x)

道路幅

座標系入力

道路中心線形データが詳細設計等で納品されている場合について参考
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九州地方整備局７－１．３次元設計データの作成

座標系入力イメージ

 工事で基準とする座標系を入力します。

入力

測地系選択

水平座標系選択

※以降、サンプル画面は、ICT設計データ変換ソフト
（ （社）日本建設機械化協会 施工技術総合研究所より
無償で入手）の画面を貼付
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九州地方整備局
７－１．３次元設計データの作成

工事基準点入力イメージ

 TS設置時に利用する工事基準点座標を測量結果や平面図等から入力します。

測量結果サンプル（基準点網図）

No.3

No.2

平面図サンプル

水準点T-1

水準点T-2

水準点T-3

入力項目イメージ

測量結果、平面図からの入力項目
①基準点、水準点の設定

No.1:基準点（X、Y、Z）
・ ・ ・・

T-1 :水準点（X、Y、Z）
・ ・ ・・

基準点No.3

基準点No.1

基準点No.2

T-3

T-2No.1

T-1

入力

X座標

Y座標

Z座標

X座標 Y座標

Z座標

入力画面サンプル

工事基準点入力後画面（サンプル）

入
力

入
力
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九州地方整備局７－１．３次元設計データの作成

平面線形入力イメージ

 線形計算書や平面図を参照し、平面線形要素を入
力します。

縦断図サンプル

入力画面サンプル

入力

起点、
変化点 累加距離 標高 VCL

縦断線形要素入力後画面（サンプル）

縦断図からの入力項目
①起点の設定

起点：累加距離、標高
②変化点の設定

変化点：累加距離、標高H、縦断曲線長VCL

縦断線形

縦断曲線長VCL

縦断勾配変化点

起点

変化点

累加距離、標高H

入
力 BP

EP

測点1
測点2

測点3

測点4

入力項目イメージ

高さが与えられ、縦
断方向の壁が構築
される。
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九州地方整備局７－１．３次元設計データの作成

横断線形入力イメージ

 管理断面を設定します。

 横断図を参照し、中心線からの横断距離、高
低差を取得します。

 横断面形状（幅、基準高、法長）を設定します。

横断図サンプル

横断図からの入力項目
①道路面の設定

道路幅、横断勾配
②法面の設定

法長、法面勾配、要素高

道路中心線
（又は堤防法線）

横断面形状

要素高

勾配(%)
勾配
(1:x)

道路幅

横断線形要素入力画面（サンプル）

入力

道路幅
横断勾配

法長

要素高

管理断面入力画面（サンプル）

管理断面

入力

入力

BP

EP

測点1
測 点
2

測点3

測点4

入力項目イメージ

測点に横断面
が与えられ、
横断方向の壁
が構築される。

入
力
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九州地方整備局７－１．３次元設計データの作成

起工測量成果の取込イメージ

 ３次元起工測量で取得した地形データを取込
ます。

 横断図を参照し、地表面の位置似合わせて横
断面形状（幅、基準高、法長）を調整します。

 必要に応じて、小段の延伸や縮小、すりつけな
どを調整します。

道路中心線
（又は堤防法線）

出来形横断面形状

要素高

勾配(%)

勾配(1:x)

道路幅
出来形横断面形状

要素高

勾配(1:x)

地形データ
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九州地方整備局７－１．３次元設計データの作成

設計図面（平面図・縦断図・横断図）の取り込みイメージ

2次元CAD図面

3次元設計データ作成ソフトウェア
（CAD図面の取込み機能有り）

縦断図サンプル
入力画面サンプル

縦断曲長VCLをク
リック

縦断曲線長VCL
を自動入力

読込

入力

・ＣＡＤ図面の取込機能を有する基本設計データ作成ソフトウェアを用いる場合、基本設計データの作成作業が省力化されます。

ＣＡＤ図面取込機能を利用した施工管理用３次元データの作成参考
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九州地方整備局７－２．３次元設計データの照査

３次元設計データの照査イメージ

 設計図書と３次元設計データとを照合し、設計図書
の不備および入力ミス等がないかを確認します。

 UAVやLSによる出来形管理では、３次元設計デー

タに不備があると、出来形計測値の精度管理ができ
なくなります。

 確認項目は、「空中写真測量（無人航空機）を用い
た出来形管理の監督・検査要領（案）（土工編）
[H28.3]（国土交通省）」、 「地上型レーザースキャナ
ーを用いた出来形管理の監督・検査要領(土工編)、
(案)」「TSを用いた出来形管理の監督・検査要領（土
工編）(案)」「 RTK－GNSSを用いた出来形管理の

監督・検査要領（土工編）（案）の策定について」「無
人航空機搭載型レーザースキャナを用いた出来形
管理の監督・検査要領（土工編）（案）」

 参考URL:
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/sose
i_constplan_tk_000031.html

比較

紙図面・2次元CADデータ上
で記載内容を目視確認

基本設計データ作成ソフ
トウェア上で入力データを
目視確認

チェック入り図面 チェックシート

チェック部分

データの整
合性を確認

3次元設計データと２次元CADデータとの各デー

タに相違がないことを確認したチェックシートが監
督職員へ提出されるので○の記載があることを
確認する。
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※ 発注２次元図面を元に、自動
的にチェックするソフトウェア
が製品化されています。



九州地方整備局
７－２．３次元設計データ作成の照査

平成 年 月 日
工 事 名： ○○工事
受注会社名： (株)○○組
作 成 者： ○○ ○○ 印

３次元設計データチェックシート

（様式－１）

※１ 各チェック項目について、チェック結果欄に“○”と記すこと。

※２ 受注者が監督職員に様式－１を提出した後、監督職員から様式－１を確認するための資料の請求があ

った場合は、受注者は以下の資料等を速やかに提示するものとする。
・工事基準点リスト（チェック入り）
・線形計算書（チェック入り）
・平面図（チェック入り）
・縦断図（チェック入り）
・横断図（チェック入り）
・3 次元ビュー（ソフトウェアによる表示あるいは印刷物）

※ 添付資料については、上記以外にわかりやすいものがある場合は、これに替えることができる。

工事基準点は、事前に監督職員に提出してい
る工事基準点の測量結果と対比し、確認します。

平面図及び線形計算書と対比し、確認します。

縦断図と対比し、確認します。

・ソフトウェア画面と対比し、設計図書の管理項
目の箇所と寸法にチェックを記入します。

・３次元設計データから横断図を作成し、設計
図書と重ね合わせて確認します。

・３次元設計データの入力要素と３次元設計
データ（ＴＩＮ）を重畳し、同一性が確認可能な３
次元表示した図を提出します。

３次元設計データチェックシートの提出の留意点 受注者が実施します

３次元設計データと設計図書の照合に用いた
資料は整備・保管し、監督職員から資料請求が
あった場合には、速やかに提示します。

発注者は「○」が付記されて
いること確認します
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九州地方整備局７－２．３次元設計データの照査

基準点の確認（例） 横断図の確認（例）

データ重ね合わせによる横断図の確認（例）

作成したデータと図面の
形状を重ねてチェック

作成したデータと設計図面の
数値をチェック

ｿﾌﾄｳｪｱによる表示あるいは印刷物の
３次元ビューの確認（例）

作成したデータと設計図面の
数値をチェック
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九州地方整備局九州地方整備局

入力ミス
（横断データ）

入力ミス
（縦断データ）

入力ミス
（構成点データ）

７－２．３次元設計データの照査

 ３次元設計データ作成ソフトには、入力結果を立体視することが可能（ビューワ機能）となっています。

 このため、本機能を活用することにより３次元設計データが正しく入力されているか確認が可能です。

 なお、３次元設計データ作成ソフトメーカーからは、無償ビューワー付ファイルを作成するソフトが販売されていま
す。

３次元ビューでの確認例
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九州地方整備局８．設計図書の照査

 設計図書の照査時の実施内容と解説事項

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容

・設計図面（線形計算書・平面図・縦断
図・横断図）の貸与

・3次元設計データの貸与
※3次元設計データを発注者から提供
する場合のみ

・従来の設計図書の照査

・当該工事現場の仕上がり形状の確
定

・当該工事現場の出来形管理箇所の
確定

・受注者による設計図書の照査状況の受理・確
認

本手引き書の対象範囲

設計図書等の照査

8-1

 照査に必要な設計図書を入手し、設計図書に不備や不整合が無いことを照査します。

 また、作成した３次元設計データから横断図を作成し、設計図書と重ね合わせて、工事現場の形状が一致して
いることを照査します。



九州地方整備局８．設計図書の照査

３次元設計データから横断図を作成し照査するイメージ

データ重ね合わせによる横断図の確認イメージ（例）

作成したデータと図面の
形状を重ねて照査します

 ３次元設計データから横断図を作成し、設計図書と重ね合わせて照査します。

 現地盤線の横断形状が一致しているか？

 工事で構築する横断形状が一致しているか？
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九州地方整備局９．施工計画書（工事編）の作成

 施工計画書（工事編）の作成の実施内容と解説事項

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容

・施工計画書（工事編）の作成

・設計図書の照査、起工測量結果の
反映

・施工計画書（工事編）の受理・確認

本手引き書の対象範囲

施工計画書（工事編）の作成

 UAVやＴLS等による出来形管理では、施工計画書に適用工種、出来形計測箇所、出来形管理基準及び規格値
・出来形写真管理基準が記載されています。

 施工計画書には、使用するシステムの機能および精度が要領に準拠していることが確認できる資料（メーカパン
フレット等）が添付されます。
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九州地方整備局９．施工計画書（工事編）の作成

施工計画書(工事編)への記載事項

 適用工種、出来形計測箇所、出来形管理基準及び規格値・出来形写真管理基準を記載します。

 利用する機器（UAV・ＴLS等）・ソフトウェア等を記載します。

 UAVまたはLSによる出来形管理の選定の際に確認した以下の資料等を添付します。
・ソフトウェアの有する機能が記載されたメーカパンフレット等
・UAVやLSの精度を適正に管理していることを証明する検定書あるいは校正証明書

施工計画記載例： http://www.cbr.mlit.go.jp/kensetsu-ict/ict-proposal.html#04 9-2

http://www.cbr.mlit.go.jp/kensetsu-ict/ict-proposal.html#04


九州地方整備局
１０.施工段階

 施工段階の実施内容と解説事項

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容

・新技術活用効果調査表の作成 ・新技術活用効果調査表の受理・確認

本手引き書の対象範囲

新技術活用効果調査表の作
成

 使用したICT活用技術が新技術（NETISに登録された技術）で有る場合は、ICT活用技術の活用が終わり次
第、新技術効果調査表を作成し提出します。
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九州地方整備局
１１．出来形管理

 出来形管理時の実施内容と解説事項

 出来形計測箇所をUAVやＴLS等によって出来形管理を行い、出来形管理帳票を作成し、提出します。

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容

・施工管理3次元データのICT建機への搭載
・従来型ＵＡＶ、TLS、TS、RTK-GNSS、UAVﾚｰ

ﾀﾞｰによる出来形計測
・データ処理

・出来形管理写真の撮影

・出来形管理帳票の作成 ・出来形管理帳票の受理・確認

・数量計算の方法の協議 ・数量計算の方法の受理・確認

・3次元設計データ及び設計数量の協
議

・3次元設計データ及び設計数量の受
理・確認

本手引き書の対象範囲

出来形管理写真の撮影

出来形計測

出来形管理帳票の作成

数量計算の方法の協議

3次元設計データ及び設計数
量の協議
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九州地方整備局

出来形計測箇所の留意点

 法肩、法尻から水平方向に±50㎜以内に存在する計測点は評価から除外します。 （詳細は次ページ）

 法面の小段部に、側溝工などの構造物が設置されるなど土工面が露出していない場合、小段部の出来形管理
は、小段部に設置する工種の出来形管理基準及び規格値によることができます。

 ブロック・張芝等（土工を除く工種）は、従来通りの出来形管理基準及び規格値で管理します。

・計測範囲は、３次元設計データに記述されている管理断面の始点から終点とし、全ての
範囲で１㎡に１００点以上の出来形座標値を取得します。

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ
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出来形計測箇所

法肩、法尻から水平方向
に±５ｃｍ以内に存在す
る計測点は、標高較差の
評価から除く。
水平較差評価の場合に
は、同様に、標高方向に
±５ｃｍ以内にある計測
点はから除く。

１１．出来形管理

H30修正



九州地方整備局

① 計測は１点以上／0.01ｍ２（100mm×100mm）の
計測密度で行う。（平面投影面積当たり）

② 法肩、法尻から水平方向に±50mm以内に存在す
る計測点は、標高較差の評価から除く

③ 出来形管理の評価範囲は、計測点のうち、②を除
いた範囲となる。

④ 出来形管理の評価範囲にて、計測点と施工面の標
高較差で出来形計測を行う。

⑤ 出来形評価は、1点以上／1m2（1m×1m）で行う。

施工面 設計面

法肩 法尻

５ｃｍ ５ｃｍ ５ｃｍ ５ｃｍ

出来形管理の評価範囲

標高較差の算出箇所
１点／ｍ２以上

出来形管理の評価箇所
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１１．出来形管理



九州地方整備局九州地方整備局

出来形管理基準及び規格値の留意点

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

・測定箇所は、平場面、天端面、法面の全面の標高較差または、水平較差とします。（現行の土木工事
施工管理基準に定められた基準高、法長、幅とは異なる ）

・法肩、法尻から水平方向にそれぞれ±５ｃｍ以内に存在する計測点は標高較差の評価から除きます。

・同様に鉛直方向に±５ｃｍ以内にある計測点は水平較差の評価から除きます。

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ
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※ここでの勾配は、鉛直方向の長さ１に対する水平方向の長さXをX割と表したものです。

１１．出来形管理

３.計測は天端面と法面（小
段を含む）の全面とし、全
ての天で設計面との標高較
差または水平較差を算出す
る。
出来形評価の計測密度は１
点/m2（平面投影面積当たり
）以上とする。



九州地方整備局九州地方整備局１１．出来形管理 土木工事施工管理基準（案）出来形管理基準及び規格値

11-5河川土工 / 掘削工



九州地方整備局九州地方整備局１１．出来形管理 土木工事施工管理基準（案）出来形管理基準及び規格値

11-6河川土工 / 盛土工



九州地方整備局九州地方整備局１１．出来形管理 土木工事施工管理基準（案）出来形管理基準及び規格値

11-7道路土工 / 掘削工



九州地方整備局九州地方整備局１１．出来形管理 土木工事施工管理基準（案）出来形管理基準及び規格値

11-8 道路土工 / 盛土工



九州地方整備局
１１－１．ＵＡＶによる出来形管理の場合の写真管理

出来形写真管理基準の留意点

ＵＡＶ出来形管理を実施する場合、従来と比較して、以下の点が異なります。
①撮影頻度の変更
②空中写真測量（ＵＡＶ）で撮影した写真の納品をもって、写真撮影に代える

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

工種
写真管理項目

撮影項目 撮影頻度[時期] 提出頻度

掘削工

土質等の
判別

地質が変わる毎に１回 [掘
削中]

代表箇所 各１枚

法長（法
面）

撮影毎に１回 [掘削後]
写真測量に使用し

たすべての画像

[道路] 路体盛土工
路床盛土工

[河川] 盛土工

巻出し厚 ２００ｍに１回 [巻出し時]

代表箇所 各１枚締固め状
況

転圧機械又は地質が変わ
る毎に
１回 [締固め時]

法長（法
面）
幅（天端）

撮影毎に１回 [施工後]
写真測量に使用し

たすべての画像

写真撮影例

区分
写真管理項目

撮影項目 撮影頻度[時期] 提出頻度

施工状況
図面との
不一致

図面と現地と
の不一致の写
真

撮影毎に１回 [発生
時]

写真測量に使用し
たすべての画像
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九州地方整備局
１１－２．TLS、UAVﾚｰｻﾞｰ、TS、TS（ノンプリズム）、RTK-GNSSによる出来形管理の場合の写真管理

11-10

工種
写真管理項目

撮影項目
撮影頻度

[時期]
提出頻度

掘削工

土質等の
判別

地質が変わる毎に１回[掘削中]
代表箇所

各１枚
法長(法面)

計測毎に１回
[掘削後]

[道路]
路体盛土工
路床盛土工

[河川]
盛土工

巻出し厚 ２００ｍに１回[巻出し時]

代表箇所
各１枚

締固め
状況

転圧機械又は地質が変わる毎に１回
[締固め時]

法長(法面）

幅（天端）

計測毎に１回
[施工後]

工事名：○○工事
撮影日：○年○月○日

撮影項目：河川土工（盛土部）
NO.4～NO.6 天端面

出来形管理写真（例）

① 工事名
② 工種等
③ 出来形計測範囲

（始点側測点～終点側測点・左右の範囲）

黒板への記載項目

黒板(記載ｲﾒｰｼﾞ)

ＴＬＳ

出来形写真管理基準の留意点

（※上表のほか、施工状況撮影も追加あり）

ＴＬＳ出来形管理を実施する場合、従来と比較して、以下の点が異なります。
①撮影頻度の変更
②黒板への記載項目の軽減

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

① 工事名
② 工種等
③ 出来形計測範囲（始点側測点～終点側測

点・左右の範囲） ←追加
④ 出来形計測点（測点・箇所） ←軽減
⑤ 設計寸法 ←軽減
⑥ 実測寸法 ←軽減
⑦ 略図 ←軽減

黒板への記載項目

（従来手法での撮影頻度）
２００ｍ又は１施工箇所に１回

[掘削後]



九州地方整備局

・出来形管理資料を｢出来形帳票作成ソフトウェア」により作成することで、帳票を作成、保存、
印刷ができます。

・出来形管理図表は、出来形確認箇所（平場・天端、法面）ごとに作成します。
ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

１１－３．出来形管理帳票の作成

出来形管理図表 作成の流れ

設計面データレーザースキャナーによる出来形面データ

面データ同士の差異の
色分け表示および解析

出来形計測結果の面的なばらつきによる評価

天端部出来形分布図

N
o

.1

N
o

.2

N
o

.3

管理箇所

W
設

計
-2
Δ
W

ΔW（-50MM）ΔW（-50MM） W設計

空中写真測量（ＵＡＶ）による
出来形計測データ

３次元設計データ

３次元設計データと出来形評価
用データの各ポイントとの離れ
量の算出および色分け表示
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九州地方整備局１１－３．出来形管理帳票の作成

様式－31-2

ソフトウェア要求仕様書Ver.　　　対応

工　種 測点　No.1～No.3

種　別 合否判定結果 異常値有

規格値 判定

凡例：

評価面積 1700m2

棄却点数 0
0.3％未満

（5点以下）

最小値(差） -60mm ±140mm

データ数 1700
1点／m3以上

（1700点以上）

法面
標高較差

平均値 7mm ±80mm

最大値(差） 92mm ±140mm

1000m2

棄却点数 0
0.3％未満

（3点以下）
異常値有

最大値(差） 42mm ±100mm

最小値(差） -62mm ±100mm 異常値有

データ数

天端
標高較差

平均値 -11mm ±50mm 異常値有

1000
1点／m2以上

（1000点以上）

評価面積

出来形合否判定総括表

道路土工

盛土

測定項目

+100
+80
+50
+20
±0
-20
-50
-80

-100

1000

997

1700

1360

天端の
ばらつき

法面の
ばらつき

規格値の±80%

以内のデータ数

規格値の±50%

以内のデータ数

規格値の±80%

以内のデータ数

規格値の±50%

以内のデータ数

作成帳票例（出来形管理図表）

・平均値
・最大値
・最小値
・データ数
・評価面積
・棄却点数

を表形式
で整理

・離れの計算結果の規
格値に対する割合を示
すヒートマップとして

-100%～+100%の範囲
で結果を色分け。

・規格値の範囲外につい
ては、－100％～＋
100％の範囲とは別の
色で明示

・±50%の前後、±80%
の前後が区別できるよ
うに別の色で明示。

・データのポイント毎に
結果をプロット。規格値の50%以内に収まっている計測点の個数、規格値の80%以内に収まっている計測

点の個数を明示することが望ましい。

・規格値が正負いずれかしか設定されていない工種についても、正負を逆転した側に規格
値が存在するものとして表示することが望ましい

出来形管理帳票の作成時の留意点

 ３次元設計面と出来形評価用データの各ポイントとの離れ（標高較差あるいは水平較差）により出来形の良否判
定を行います。

 出来形管理基準上の管理項目の計算結果と出来形の良否の評価結果、及び設計面と出来形評価用データの
各ポイントの離れを評価範囲の平面上にプロットした分布図にて明示します。

11-12

評価方法については、１３.検査で説明します。

H30修正



九州地方整備局
１１－４．出来形数量の算出

点高法による数量算出の条件と適用イメージ

・数量計算方法については、監督職員と協議を行います。
※標準とする体積算出方法は

① 点高法、② ＴＩＮ分割等を用いた求積、③ プリズモイダル法
ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

UAVやＴＬＳによる点群データを基に平均断面法または、３次元ＣＡＤソフトウェア等を用いた方
式により数量算出を行うことができます。

掘削土

盛土

ﾒｯｼｭを細かく設定することでより精度の
高い数量算出が可能（一辺は0.5m以下とす
る）

各ﾒｯｼｭの施工前・後の標高差

 出来形計測と同位置において、施工前あるいは事前の地形データがUAVやＴＬＳ等で計測
されている場合、UAVやＴＬＳ等による出来形計測結果を用いて、出来形数量の算出を行う
ことができます。
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九州地方整備局
１１－４．出来形数量の算出 （点高法のイメージ）

設計数量の算出
① 起工測量は、0.25m2（50cm×50cm メッシュ）

あたり1点以上の計測密度で計測します。

② 設計数量は、設計面の標高値と、起工面の標
高値の差を積分して土量計算を行います。

※ 法肩（法尻）の５ｃｍを控除する出来形管理と
は関連していません。

設計面

起工面

土量＝メッシュ面積×標高差
・ １辺50cm以下
・ 四隅の標高差を平均する

点高法（四点平均法）

設計数量

※体積算出方法は３種類から選択
① 点高法
② ＴＩＮ分割等を用いた求積
③ プリズモイダル法

※ 本図は、点高法で記しています。

メッシュ端部では、設計面
の外側となり、標高差０の
部分があります。11-14



九州地方整備局
１１－４．出来形数量の算出（軟弱地盤：沈下板設置箇所）

設計面

起工測量面

沈下板設置時の土量計算
① ＩＣＴ活用工事のために、従来よりも手間が増えないことを、基本的な考え方とします。
② 起工測量面より上側の土量計算は、標高値の差で３次元方式で行う。
③ 起工測量面より下側（沈下部分（黄色））の土量計算は、従来どおりの平均断面法で行う。
④ ②③に代わり、起工測量面と沈下板結果元にして、沈下後起工測量面を３次元的に設定し、

設計面との標高値の差で土量計算を行っても良い。
⑤ その他、適切と思われる算出方法があれば、その方法で行っても良い。

沈下面（想定）

ロッド

沈下板
当初位置

沈下板
施工後位置

沈下部分（黄色）
（平均断面法等で算出） 11-15

上側部分（緑色）
（標高差の積分で算出）

詳細は個別に協議してください。



九州地方整備局
１１－５．数量算出（起工測量、岩線計測）

設計照査のための数量算出イメージ 設計変更（岩区分）のための数量算出イメージ

現況地形

設計形状

起工測量計測データ（TIN）

３次元設計データ（TIN）

数量計算書

起工測量計測データと３次元
設計データを用いた数量算出

メッシュ法などによる数量算出

岩線計測データ（TIN）

数量計算書

メッシュ法などによる数量算出

岩線計測データと３次元設計
データを用いた数量算出 ３次元設計データ（TIN）

空中写真測量③

空中写真測量①
空中写真測量②

ＬＳ計測①
ＬＳ計測②

ＬＳ計測③

 取得した起工測量計測データ、岩線計測データ（どちらもＴＩＮ）と、３次元設計データ（ＴＩＮ）から数
量算出を行います。

 数量の算出方法は、平均断面法または、３次元ＣＡＤソフトウェア等を用いた方法があります。

11-16
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九州地方整備局１２．電子成果品等の作成

 電子成果品の作成の実施内容と解説事項

本手引き書の対象範囲

 UAVやＴLSなどによる出来形管理では、出来形管理や数量算出の結果等の工事書類（電子成果
品）が、「工事完成図書の電子納品等要領」で定める「ICON」フォルダに格納して提出します。

 アンケート調査票や施工合理化調査表を作成し、提出します。

 電子納品要領の改訂で、協議により、BD-Rの使用が可能となっています。

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容

・電子成果品の作成 ・電子成果品の受理・確認

・アンケート調査票の作成 ・アンケート調査票の受理・確認

・施工合理化調査表の作成 ・施工合理化調査表の受理・確認

電子成果品の作成

アンケート調査票の作成

施工合理化調査表の作成
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九州地方整備局

・格納するファイル名は、いずれの３次元計測技術による出来形管理資料が特定できるように記入します。
・トレーサビリティ確保のため、３次元出来形管理の全データを提出するものとします。ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

１２－１．電子成果品等の作成

12-2

電子成果品の作成・提出時の留意点

電子成果品として、以下のデータを「工事完成図書の電子納品等
要領」で定める「ICON」フォルダに格納・提出します。

電子納品ガイドラインに係わる基準類の関係

計測
機器

整理
番号

図面
種類

番号
改訂
履歴

内 容 記入例

●●● 0 DR 001～ 0～Z ・３次元設計データ（LandXML 等のオリジナルデータ（ＴＩＮ）） ●●●0DR001Z.拡張子

●●● 0 CH 001～ － ・出来形管理資料（出来形管理図表（ＰＤＦ）または、ビュワー付き３次元データ） ●●●0CH001.拡張子

●●● 0 IN 001～ － ・３次元計測技術による出来形評価用データ（CSV、LandXML、LAS 等のポイントファイル） ●●●0IN001.拡張子

●●● 0 EG 001～ － ・３次元計測技術による起工測量計測データ（LandXML 等のオリジナルデータ（ＴＩＮ） ●●●0EG001.拡張子

●●● 0 SO 001～ － ・３次元計測技術による岩線計測データ（LandXML 等のオリジナルデータ（ＴＩＮ） ●●●0SO001.拡張子

●●● 0 AS 001～ － ・３次元計測技術による出来形計測データ（LandXML 等のオリジナルデータ（ＴＩＮ）） ●●●0AS001.拡張子

●●● 0 GR 001～ － ・３次元計測技術による計測点群データ（CSV、LandXML、LAS 等のポイントファイル） ●●●0GR001.拡張子

●●● 0 PO 001～ － ・工事基準点および調整用基準点データ（CSV、LandXML、SIMA 等のポイントファイル） ●●●0PO001.拡張子

３次元計測技術名 計測機器 略称（●●●）

空中写真測量（無人航空機） UAV
地上型レーザースキャナー TLS
ＴＳ TS
ＴＳ（ノンプリズム方式） TSN
ＲＴＫ－ＧＮＳＳ GNSS
無人航空機搭載型レーザースキャナー ULS
地上移動体搭載型レーザースキャナー MLS
音響測深機器 ES

ファイル命名規則

凡例 岩線計測は無人航空機搭載型レーザースキャナー、音響測深機器は対象外

H30修正



九州地方整備局
１２－３.施工合理化調査表

 施工合理化調査について示された場合
は、施工合理化調査表を作成し、提出し
ます。

施工合理化調査表の作成
施工合理化調査表のイメージ
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九州地方整備局１３．検査

13-1

 検査時の実施内容と解説事項

 検査職員は、書面検査時には、パソコンを使って、納品された電子成
果品を確認します。

 検査職員は、実地検査時には、現地に出向き設計値と実測値を計測
して確認します。

 検査終了後、監督職員及び検査職員により工事成績評定においての
ICT活用について評価を行います。

☆ポイント
電子で検査します。

フロー 受注者の実務内容 検査職員の実務内容

・ICT活用工事に係わる書面検査
・出来形計測に係わる書面検査

・ICT活用工事に係わる書面検査
・出来形計測に係わる書面検査

・出来形計測に係わる実地検査 ・出来形計測に係わる実地検査

フロー 受注者の実務内容 監督職員・検査職員の実務内容

・工事成績評定

実地検査

書面検査



九州地方整備局１３－１．書面検査

書面検査時の検査職員の確認内容の概要

 UAVやＴＬＳ等を用いた出来形管理に係わる施工計画書の記載内容

施工計画書に記載された出来形管理方法について、監督職員が実施した「施工計画書の受
理・記載事項の確認結果」を工事打合せ簿で確認します。

 設計図書の３次元化に係わる確認

設計図書の３次元化の実施について、工事打合せ簿で確認します。

 UAVやＴＬＳ等を用いた出来形管理に係わる工事基準点等の測量結果等

出来形管理に利用する工事基準点や標定点について、受注者から測量結果が提出されて
いることを、工事打合せ簿で確認します。

 ３次元設計データチェックシートの確認

３次元設計データが設計図書を基に正しく作成されていることを受注者が確認した「３次元設
計データチェックシート」が、提出されていることを工事打合せ簿で確認します。

 UAVやＴＬＳ等を用いた出来形管理に係わる精度確認試験結果報告書の確認

UAVやＴＬＳを用いた出来形計測が適正な計測精度を満たしているかについて、受注者が確
認した「精度確認試験結果報告書」が、提出されていることを工事打合せ簿で確認します。
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九州地方整備局
１３－１．書面検査

13-3

書面検査時の検査職員の出来形管理の確認内容の概要

 ＵＡＶまたはＴＬＳ等の３次元計測技術を用いた出来形管理に係わる「出来形管理図表」の確認

出来形管理図表について、出来形管理基準に定められた測定項目、測定頻度並びに規格値を満足している
か否かを確認します。

バラツキについては、各測定値の設計との離れの規格値に対する割合をプロットした分布図の凡例に従い判
定します。

具体には分布図及び計測点の個数から判断してください。

また、８０％または５０％以内のデータ数が、８割以上か否かで判定してください。

出来形管理図表 作成例 （合格の場合） 出来形管理図表 作成例 （異常値有の場合）



九州地方整備局

 品質管理及び出来形管理写真の確認

「品質管理及び出来形管理写真基準」に基づいて撮影されていることを確認します。

 電子成果品の確認

出来形管理や数量算出の結果等の工事書類（電子成果品）が、「工事完成図書の電子納品等要領」で定める
「ICON」フォルダに格納されていることを確認します。

 アンケート調査票、施工合理化調査表、新技術活用計画書等の確認

アンケート調査票、施工合理化調査表、新技術活用計画書等が、提出されていることを工事打合せ簿で確認
します。

１３－１．書面検査

書面検査時の検査職員の確認内容の概要

UAVによる出来形管理
の場合

ＴLSによる出来形管理
の場合
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九州地方整備局１３－２．実地検査

実地検査時の検査職員の出来形管理の確認内容の概要

検査職員は、施工管理データが搭載された出来形管理用ＴＳ等を用いて、現地で指定した箇所（１工事につ
き１断面）の出来形計測を行い、３次元設データの設計面と実測値との標高差が規格値内であるかを検査し
ます。

検査の頻度は以下のとおりです。

ここでいう断面とは厳格に管理断面を示すものでなく、概ね同一断面上の数カ所の標高を計測することを想定して
います。

なお、新基準を適用できない場合は、従来の代表断面における幅、法長、基準高などの設計値と実測値の比較に
よる検査を行ってもよいこととなっています。ただし、検査頻度は、代表断面１断面です。
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九州地方整備局

書面検査時

検査職員は、電子納品物から出来形管理データを表示させて、自らが指定した箇所の３次元設デ
ータの設計面の位置並びに標高、受注者が計測した出来形管理値の計測結果をメモします。

１３－２．実地検査

実地検査時の検査職員の出来形管理の確認手順の例

実地検査時

検査職員は、現地では出来形管理用TSやGNSSローバーの誘導機能を使用して、自らが指定した

箇所の出来形計測を行い、３次元設データの設計面と実測値との標高差が規格値内であるかを検査
します。

（場合によっては確認手順が逆とする場合もあります）

TS出来形用の基本設計データの
作成は必要ありません。

計測したＸＹ座標を元に、ＰＣ上で３Ｄ設
計値のＺ（設計値）を算出して、Ｚ（計測
値）と比較を行うことで十分とする。 13-6



九州地方整備局１３－２．実地検査

出来形管理用TSを用いた実地検査の内容の概要

TSによる出来形計測の任意断面メージ

任意管理断面
（3次元設計データあり）

3次元設計データイメージ

任意計測断面の
設計値を自動算
出

任意管理断面

ΔH

NO.2＋15.312

任意点での高さの差が確
認できる機能
①計測箇所の断面位置

②計測箇所における設計
高さとの差

任意点の出来形管理

工事基準点

工事基準点
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九州地方整備局１３－２．実地検査

GNSSローバーを用いた実地検査の内容の概要

GNSSローバーによる出来形計測の任意断面メージ

任意管理断面
（3次元設計データあり）

3次元設計データイメージ

任意計測断面の
設計値を自動算出

任意管理断面

ΔH

NO.2＋15.312

任意点での高さの差が
確認できる機能
①計測箇所の断面位置

②計測箇所における設
計高さとの差

任意点の出来形管理

工事基準点

工事基準点

（固定局）
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九州地方整備局

ＧＮＳＳローバーを工事検査で利用する際の留意事項

１３－２．実地検査

RTK法又はネットワーク型RTK法を使用する場合には、公共測量の「作業規程の準則」第４編第２章の路線測量
（線形決定又は横断測量）に定める方法を準用し、〇FIX解※が安定して得られることを確認します。

また、次のような場合には、できる限り使用を避けてください。
〇森林の中の道路、ダム擁壁の近傍、谷底など、十分な上空視界が確保できない場合
〇FIX解が安定して得られない場合

さらに、次のような環境では、使用しないでください。
〇FIX解が得られない場合

なお、使用衛星については、GPSに加えてGLONASS、準天頂衛星も使用することが望ましいとされています。

※「FIX解」とは、位置が一定の信頼度で求まっている解のこと。
これが安定的に得られている場合、求められた位置がより確からしいものであると考えてよいと
なっています。
なお、このほかにFLOAT解がありますがが、これは暫定的な解でFIX解と比べて信頼度が劣る
ため、ここでは用いていません。
FIX解が得られているかどうかは、受信機に明示されます。
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九州地方整備局１３－３．工事成績評定

工事成績評定要領の運用についての改定箇所
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九州地方整備局１４．岩線計測・計測データの作成

設計変更のために必要な場合は、岩区分の境界を把握するための岩線計測を、面的な地形計測が
可能なUAVやＴＬＳ等を用いて実施します。

岩線計測の留意点

UAVやＴＬＳで計測した岩線の計測点群データから不要な点を削除し、ＴＩＮで表現される岩線計測デー
タを作成します。

岩線計測データ作成の留意点

 測定精度は、10cm以内とし、計測密度は0.25m2(50cm×50cmメッシュ)あたり１点以上とします。

 自動でＴＩＮを配置した場合に、現場の出来形計測と異なる場合は、ＴＩＮの結合方法を手動で変更可能です。

 管理断面間隔より狭い範囲においては、点群座標が存在しない場合は、ＴＩＮで補完することができます。

 別の計測日の計測点群データをそれぞれ重畳して１つの岩線計測データを作成することもできます。
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九州地方整備局１４－１．土（岩）の分類の境界 変化位置確認

出典：公共工事の監督と検査について 平成27年9月2日 四国地方整備局企画部技術検査官
https://www.skr.mlit.go.jp/kaisai/demae/pdf/150902-1.pdf

土(岩)質の確認と、変化位置の確認箇所のマーキング
方法は従来と変わり有りません。
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九州地方整備局１４－２．土（岩）の分類の境界が変化したときの処理フロー①

例：頻度は、設計図書に示された土及び岩の分類の境界が現地の
　　状況と一致しない時

     ・岩線計測データの取得方法を記載します

土（岩）の変化発生
施工管理記録の作成
　・土（岩）の変化位置
　　　従来：レベルとテープ等により高さとCLからの離れを測量
　　　　　　　自主管理の横断図を作成
　　　UAV/LS：－
　　　TS：TSにより位置/高さを測量
　　　　　　　自主管理の横断図等を作成
・土（岩）の質
　　　現状：シュミットハンマーなどで確認
　　　UAV/LS：シュミットハンマーなどで確認
　　　TS：シュミットハンマーなどで確認
写真の撮影
但し、監督職員が臨場した箇所は、出来形管理写真の撮影は省略できます　

発注者 受注者

施工計画書 作成

段階確認の頻度 指示 了解

施工予定表（実地分、机上分） 作成受理

通知書（実地分、机上分） 通知 ※ 受理

施工計画書 受理

ポイント
実地と机上の2回に

分けて確認

※従来並びにTS測量による場合は実地分のみの通知します。
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ＴＬＳ

ＴＬＳ


Sheet1

		発注者 ハッチュウシャ				受注者 ジュチュウシャ





										　

				例：頻度は、設計図書に示された土及び岩の分類の境界が現地の レイ ヒンド セッケイ トショ シメ ツチ オヨ ガン ブンルイ キョウカイ ゲンチ

				　　状況と一致しない時





								     ・岩線計測データの取得方法を記載します ガン セン ケイソク シュトク ホウホウ キサイ



						土（岩）の変化発生 ツチ ガン ヘンカ ハッセイ																																										9.47235816813694E+80

								施工管理記録の作成 セコウ カンリ キロク サクセイ																																								3.74912568516438E+80

								　・土（岩）の変化位置 ツチ ガン ヘンカ イチ

								　　　従来：レベルとテープ等により高さとCLからの離れを測量 ジュウライ トウ タカ ハナ ソクリョウ

								　　　　　　　自主管理の横断図を作成 ジシュ カンリ オウダン ズ サクセイ

								　　　UAV/LS：－

								　　　TS：TSにより位置/高さを測量 イチ タカ ソクリョウ

								　　　　　　　自主管理の横断図等を作成 ジシュ カンリ オウダン ズ トウ サクセイ

								・土（岩）の質 ツチ ガン シツ

								　　　現状：シュミットハンマーなどで確認 ゲンジョウ カクニン

								　　　UAV/LS：シュミットハンマーなどで確認 カクニン

								　　　TS：シュミットハンマーなどで確認 カクニン

								写真の撮影

								但し、監督職員が臨場した箇所は、出来形管理写真の撮影は省略できます　 タダ カントク ショクイン リンジョウ カショ デキガタ カンリ シャシン サツエイ ショウリャク





















施工計画書　作成


段階確認の頻度　指示




了解




施工予定表（実地分、机上分）　作成


受理





通知書（実地分、机上分）　通知  ※






受理





施工計画書　受理
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Sheet3







九州地方整備局１４－２．土（岩）の分類の境界が変化したときの処理フロー②

段階確認（実地） 臨場
土（岩）の変化位置を確認
　　　従来：レベルとテープ等により高さとCLからの離れを確認
　　　UAV/LS：確認した変化位置にマーキングを設置
　　　TS：TSにより位置と高さを確認
土（岩）の質を確認　
　　　従来：シュミットハンマーなどで確認
　　　UAV/LS：シュミットハンマーなどで確認
　　　TS ：シュミットハンマーなどで確認

土（岩）の変化位置
　　　従来：－
　　　UAV/LS:変化位置の確認箇所のマーキングを含めて断面形状を測量
　　　TS：-

段階確認（机上） 臨場
土（岩）の変化位置を確認 土（岩）の変化位置
　　　従来：－ 　　　従来：－
　　　UAV/LS：確認した変化位置のマーキングの位置・高さを含めて確認 　　　UAV/LS：施工管理記録、写真等の資料を提示
　　　TS：- 　　　TS：-

自主管理の横断図を出来形管理図に転用する

発注者 受注者

確認書（実地分：土（岩）の質） 通知 受理

確認書（机上分：土（岩）の変化位置） 通知 受理

ポイント
実地確認後にUAVや

ＴLS測量を実施

※従来並びにTS測量による場合は、段階確認（机上）を実施しません。
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ＴＬＳ
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Sheet1

		発注者 ハッチュウシャ				受注者 ジュチュウシャ



		段階確認（実地） ダンカイ カクニン ジッチ						臨場 リンジョウ

				土（岩）の変化位置を確認 ツチ ガン ヘンカ イチ カクニン

				　　　従来：レベルとテープ等により高さとCLからの離れを確認 ジュウライ トウ タカ ハナ カクニン

				　　　UAV/LS：確認した変化位置にマーキングを設置 カクニン ヘンカ イチ セッチ

				　　　TS：TSにより位置と高さを確認 イチ タカ カクニン

				土（岩）の質を確認　 ツチ ガン シツ カクニン

				　　　従来：シュミットハンマーなどで確認 ジュウライ カクニン

				　　　UAV/LS：シュミットハンマーなどで確認 カクニン

				　　　TS ：シュミットハンマーなどで確認 カクニン







								土（岩）の変化位置 ツチ ガン ヘンカ イチ

								　　　従来：－ ジュウライ

								　　　UAV/LS:変化位置の確認箇所のマーキングを含めて断面形状を測量 ヘンカ イチ カクニン カショ フク ダンメン ケイジョウ ソクリョウ

								　　　TS：-



		段階確認（机上） ダンカイ カクニン キジョウ						臨場 リンジョウ

				土（岩）の変化位置を確認 ツチ ガン ヘンカ イチ カクニン				土（岩）の変化位置 ツチ ガン ヘンカ イチ

				　　　従来：－ ジュウライ				　　　従来：－ ジュウライ

				　　　UAV/LS：確認した変化位置のマーキングの位置・高さを含めて確認 カクニン ヘンカ イチ イチ タカ フク カクニン				　　　UAV/LS：施工管理記録、写真等の資料を提示 セコウ カンリ キロク シャシン トウ シリョウ テイジ

				　　　TS：-				　　　TS：-







								自主管理の横断図を出来形管理図に転用する ジシュ カンリ オウダン ズ デキガタ カンリズ テンヨウ





確認書（実地分：土（岩）の質）　通知






受理





確認書（机上分：土（岩）の変化位置）　通知






受理
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九州地方整備局１４－２．土（岩）の分類の境界が変化したときの処理フロー③

最後は全てを合成して出来形管理図表を作成

設計図書に示された土及び岩の分類の境界が現地の
状況と一致しない場合

発注者 受注者

土（岩）の分離の境界不一致 協議受理

設計図書の変更 指示

出来形管理資料（表、図面、写真） 提出受理

了解

監督職員の確認を受けた書面 提出受理

ポイント
確認結果を基に
変更設計図書化
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ＴＬＳ計測
ＴＬＳ計測

ＴＬＳ計測


Sheet1

		発注者 ハッチュウシャ				受注者 ジュチュウシャ







								最後は全てを合成して出来形管理図表を作成 サイゴ スベ ゴウセイ デキガタ カンリ ズヒョウ サクセイ







								設計図書に示された土及び岩の分類の境界が現地の セッケイ トショ シメ ツチ オヨ ガン ブンルイ キョウカイ ゲンチ

								状況と一致しない場合 ジョウキョウ イッチ バアイ

















土（岩）の分離の境界不一致　協議



受理





設計図書の変更　指示






出来形管理資料（表、図面、写真）　提出






受理





了解





監督職員の確認を受けた書面　提出





受理







Sheet2





Sheet3







九州地方整備局１４－３．岩線計測データの取得方法

空中写真測量
起工測量

空中写真測量①

空中写真測量②

空中写真測量③
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取得方法の例１：
水平に盤下げし、その都度UAVまたはTLS等によ
る測量にて土（岩）の分類の境界線を取得します

スライス状に得られた境界線データを角（エッジ
面）にしてつなぎ合わせて土（岩）の分類の境界
面データを得ます



九州地方整備局
１４－３．岩線計測データの取得方法

空中写真測量①

空中写真測量②

空中写真測量③

空中写真測量④

空中写真測量
起工測量

14-7

取得方法の例２：
盤下げして岩面を表出し、その都度UAVまたはLS
による測量にて土（岩）の分類の境界面データを
取得します

岩面データをつなぎ合わせて一つの土（岩）の分
類の境界面データを得ます



九州地方整備局１４－３．岩線計測データの取得方法

TS測量①

TS測量②

TS測量③

TS測量④

TS測量
起工測量

TS測量①

TS測量②

TS測量③

TS測量①
TS測量③

TS測量②

※TS測量による場合は、UAV/ＴLS測量と同様に測定精度は10cm
以内、計測密度は0.25m2（50cm×50cm）あたり1点以上です。 14-8

取得方法の例３：
盤下げして岩面を表出し、その都度TS測量にて
土（岩）の分類の境界面データを取得します

岩面データをつなぎ合わせて一つの土（岩）の分
類の境界面データを得ます



九州地方整備局１４－３．岩線計測データの取得方法

従来測量①

従来測量②

従来測量③

従来測量④
従来測量

起工測量

変化確認位置

従来測量①

従来測量②

従来測量③

従来測量①

従来測量②

従来測量③ ２
０

ｍ
２

０
ｍ
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取得方法の例４：

盤下げして岩面を表出し、その都度従来の測量
方法（TSまたはレベルとテープ）で横断方向の岩
線データを取得します

横断方向の岩線データをつなぎ合わせて一つの
土（岩）の分類の境界面データを得ます



九州地方整備局１５．部分払い用出来高計測

ICT を活用して簡易土量を把握している場合は、そのデータを活用して得られた算出数量に９割を
乗じた数量を、施工履歴を用いた出来高数量とすることができる。

対象となるICT ： 施工履歴データ、 ＵＡＶ、 ＴＬＳ等

留意点

 出来高計測に基づく算出値を１００％計上しない場合、精度を落とした簡便な算出方法を利用できます。

 簡便な数量算出方法の精度確認については、検証点は天場上４００ｍ以内の間隔とし、精度は±２００ｍｍ以内
であれば良い。計測密度は0.25m2(50cm×50cmメッシュ)あたり１点以上とします。

 地上画素寸法は、要求精度が0.2mであることを踏まえて適宜設定します。 （３ｃｍ／画素以内）

 施工履歴データを用いる場合は、⑥ 施工履歴データによる土工の出来高算出要領 （案）により算出します。

概要 ： ＩＣＴ建設機械から取得した施工履歴データを用います。

・ ３ＤＭＣまたは３ＤＭＧブルドーザ

・ ３ＤＭＧまたは３ＤＭＣバックホウ

・ ＴＳ・ＧＮＳＳ締固め管理システムを搭載した締固め機械

例 ： UAV計測又はＴＬＳ計測等で、１０，０００ｍ３の出来高を確認
→ １０，０００ｍ３ × ９割 ＝ ９，０００ｍ３の出来高を計上
→ ９，０００ｍ３ × 単価 ＝ 設計額
→ 設計額 × 落札率 ＝ 請負代金相当額
→ 請負代金相当額× ９／１０ ＝ 部分支払い額 （８，０００ｍ３相当）

15-1

詳細は、「 ⑫ 部分払における出来高取扱方法（案）」を参照願います。



九州地方整備局【参考】 土量計算について（部分払い数量）

起工測量面

出来形面
（部分払い請求時）

部分払い数量

部分払い数量の算出
① 計算したい時期（部分払い請求時）に0.25m2（50cm×50cm メッシュ）あたり1点以上の計測

密度で計測します。

② 又は、「⑥施工履歴データによる土工の出来高算出要領」にもとづき、施工履歴データから、出
来形部分の面データを作成します。

③ ①②のうち設計面より大きい箇所は、設計面の標高値とします。
④ 算出数量として、③の標高値と、起工面の標高値の差を積分して土量計算を行います。
⑤ 部分払いの出来高数量は、④の算出数量に９割を乗じた数量となります。

※ 本図は、点高法で記しています。

設計面より大きい箇所 設計面より大きい箇所設計面

参考-1



九州地方整備局
【参考】 HP 「ＵＡＶを用いた公共測量マニュアル（案）」（国土地理院）

参考-2



九州地方整備局
【参考】 HP 「無人航空機（ドローン・ラジコン機等）の飛行ルール」（航空局）

参考-3



九州地方整備局【参考】 UAVの計測性能

参考-4

 地上画素寸法の確認方法の例

L

W

H

ΔH

ΔL
ΔW

 使用するカメラ デジタル一眼レフ ／ レンズ 焦点距離１６ｍｍ

飛行高度 H=50mの場合

L =50m/16mm×(2430/2470×23.5mm)=72.248m / 6030画素=12.0mm > 10mm  OUT
W=50m/16mm×(2430/2470×15.6mm)=47.960m / 4030画素= 11.9mm > 10mm OUT

 使用するカメラ デジタル一眼レフ ／ レンズ 焦点距離２４ｍｍ

飛行高度 H=50mの場合

L =50m/24mm×(2430/2470×23.5mm)=48.165m / 6030画素= 8.0mm < 10mm  OK
W=50m/24mm×(2430/2470×15.6mm)=31.973m / 4030画素= 7.9mm < 10mm OK

カメラカタログ（例）

撮影素子寸法 ２３．５ｍｍ×１５．６ｍｍ

カメラ有効画素数
約２４３０万画素
６０３０×４０３０＝２４３０万画素

総画素数 約２４７０万画素



九州地方整備局【参考】地形モデルの計測手法の守備範囲と特徴

参考-5

【地形モデルの計測手法】

地形モデルの計測手法は、方式の違い、撮影高度の違い等から、1回の計測、撮影等により行われる

際の計測精度、面的な密度及び計測可能範囲に違いがある。また、走行・飛行等に伴う燃料やバッテ
リー、経済性などの制約により、以下に示すような守備範囲と特徴を持つ。

図 3次元の面的な計測手法の点密度と守備範囲



九州地方整備局【参考】地形モデルの計測手法の守備範囲と特徴

参考-6

【地形モデル計測手法の特徴】

地形モデル計測手法 適応性／点密度 計測制限など特記事項

地上レーザ計測 局地的範囲に対応
点密度2～5cm 

現地に立ち入れない区域は計測できないが、急傾斜
地を対象にした河川対岸部は、データ取得可能。

UAV 写真測量 局地的範囲に対応
点密度1～2cm 

橋梁下部工など高架橋下も計測可能。

強風時は計測成果に影響が出る。また、太陽光の影
響を受ける。
DSM*1のみでDTM*2は取得できないが、レーザによ

る場合には、草木がある程度ある場合でも地面の計
測が可能となり、DSM*1とDTM*2の双方の標高モデ
ルが取得可能。

レーザ測量 局地的範囲に対応
点密度2～10cm 

橋梁下部工など高架橋下も計測可能。
強風時は計測成果に影響が出る。

草木がある程度ある場合でも地面の計測が可能とな
り、DSM*1とDTM*2の双方の標高モデルが取得可能。

車載写真レーザ測量 路線計測範囲に対応
点密度10cm程度

車両が進入できない範囲は計測できない反面、トンネ
ル内部の道路形状を取得できる。

航空レーザ測量 広域的範囲に対応
点密度50cm～1m

高架橋下、トンネル内は取得できない。
DSM*1とDTM*2の双方の標高モデルが取得可能。

空中写真測量
（自動標高抽出）

広域的範囲に対応
点密度50cm～1m

高架橋下、トンネル内は取得できない。
DSM*1のみでDTM*2は取得できない。

衛星画像処理 地球的範囲に対応
密度・精度は相応

高架橋下、トンネル内は取得できない。
DSM*1のみ。局所的な利用には不向き。

*1DSM(Digital Surface Model)： 数値表層モデル（建物や樹木の高さを含んだ地表モデル）
*2DTM(Digital Terrain Model)：数値地形モデル（建物や樹木の高さを取り除いた地表モデル）
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